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資源地球科学コース 

地史解析学・古環境解析学分野 3 1 - 

鉱物資源・テクトニクス分野 4 - 1 

岩石学分野 3 - - 

金属鉱床学分野 2 - - 

石油地質学分野 2 - 1 

小  計 14 1 2 

資源開発研究コース 

資源環境物質循環研究分野 3 - 1 

物理探査研究分野 3 - - 

岩盤工学分野 2 - - 

エネルギー資源工学分野 3 1 - 

資源分離工学分野 2 - - 

精錬プロセス工学研究分野 2 - - 

小  計 15 1 1 

学部全体 合  計 39 5 5 

（出典：国際資源学部概要） 

 

２．組織体制 

本学部は、学長のリーダーシップの下、他学部に先駆けて「教育研究カウンシル」及び

「運営カウンシル」を学部開設当初から設置した（資料１－９）。教育研究カウンシルで

は教育課程の編成方針、教員の人事方針、教育研究に関する重要事項について審議・決定

し、運営カウンシルでは、組織の設置廃止、学部予算、運営に関する重要事項について審

議・決定している（資料１－10）。学外委員を構成員に加えることにより、社会のニーズ

に対応した教育課程の編成等が可能となり、意思決定過程の透明化が図られる体制を構築

している。 

入学・卒業その他在籍に関すること及び学位の授与に関すること、試験に関すること、

厚生補導及びその身分に関すること等、学生個人に関する教学面については、学部教授会

で審議・決定している。 

 

資料１－９：学部運営組織 

 (出典：国際資源学部設置計画書) 

 

 



秋田大学国際資源学部 分析項目Ⅰ 

－1-6－ 

資料１－10：各カウンシルの構成及び審議事項 

 構成委員 審議事項 

教育研究カウンシル 

外部委員（６名） 

１．（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構

理事（金属資源開発本部長） 

２．東京大学生産技術研究所 

サスティナブル材料国際研究センター 

客員教授 

３．東北大学大学院理学研究科教授 

４．東京大学大学院工学系研究科教授 

５．東京大学大学院工学系研究科教授 

６．九州大学工学研究院副研究院長 

内部委員（６名） 

１．学部長 

２．副学部長 

３．資源政策コース長 

４．資源地球科学コース長 

５．資源開発環境コース長 

６．学部長が指名した教授 

（１）教育課程の編成に関すること。  

（２）教員の採用及び昇任等に関すること。  

（３）教育研究に関する規程等の制定・改廃に関

すること。  

（４）教育研究に関する重要なこと。 

運営カウンシル 

外部委員（５名） 

１．国際石油開発帝石（株）相談役 

２．ＤＯＷＡホールディングス（株） 

代表取締役 

３．電気通信大学産学官連携センター 

特任教授 

４．東京大学生産技術研究所教授 

５．東北大学多元物質科学研究所教授 

内部委員（５名） 

１．学部長 

２．副学部長 

３．資源政策コース長 

４．資源地球科学コース長 

５．資源開発環境コース長 

（１）学科その他重要な組織の設置廃止に関する

こと。  

（２）予算に関すること。  

（３）運営に関する規程等の制定・改廃に関する

こと。  

（４）運営に関する重要なこと。 

（出典：国際資源学部カウンシル規程） 

 

３．入学者選抜 

求める学生像やその能力について、アドミッション・ポリシーとして定め、公表してい

る（資料１－11）。 

これに沿って入試委員会を中心に学生募集要項等を作成し、推薦入試Ⅱ、私費外国人留

学生入試、前期日程、後期日程により入学選抜を実施している（資料１－12）。語学能力

の高い学生を受け入れるため、ＴＯＥＦＬやＴＯＥＩＣ等英語資格の条件を満たしている

者に対し、英語科目を満点として個別学力検査の英語科目を免除する特色ある入試を実施

している。 

また、本学部は外国人留学生を積極的に受け入れることから、学部共通の外国人留学生

枠５名を設定しており、本人が希望するコースを受験させるなど柔軟に対応している。 
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資料１－11：国際資源学部 入学者受入方針 

（出典：求める学生像（アドミッション・ポリシー）http://www.akita-u.ac.jp/shigen/reason/image.html） 

 

資料１－12:試験種ごとの入学状況 

コース 区分 
平成 26 年度 平成 27 年度 

定 員 入学者 定 員 入学者 

資源政策コース 

推薦入試Ⅱ 3 3 3 3 

私費外国人留学生入試 - 2 - 4 

前期日程 20 21 20 18 

後期日程 7 9 7 10 

小計 30 35 30 35 

資源地球科学コース 

推薦入試Ⅱ 5 6 5 3 

私費外国人留学生入試 - 1 - - 

前期日程 22 19 22 21 

後期日程 8 12 8 9 

小計 35 38 35 33 

資源開発環境コース 

推薦入試Ⅱ 5 5 5 5 

私費外国人留学生入試 - 2 - 2 

前期日程 35 34 35 32 

後期日程 10 13 10 13 

小計 50 54 50 52 

合  計 

推薦入試Ⅱ 13 14 13 11 

私費外国人留学生入試 5 5 5 6 

前期日程 77 74 77 71 

後期日程 25 34 25 32 

計 120 127 120 120 

※私費外国人留学生については、学部全体で５名         （出典：秋田大学入学試験状況調）   

 

４．教員の教育力向上 

学業の成果に関する学生の評価として、専門教育科目における授業評価を実施している。

授業評価の結果は、５点満点中概ね４点を超えており、教員個々の教育力がある程度明確

になった（資料１－13）。学部開設２年目で専門科目が開始したばかりであり、更なる授

業内容の充実に向け準備を進めている。 

さらに３年次から始まる必修科目「海外資源フィールドワーク」の実施に向けて、学部

内に海外資源フィールドワーク委員会を立ち上げ、危機管理体制の構築やプログラムの安

全性について検討を開始している（資料１－14）。 

  

国際資源学部では、次のような人材を求めています。 

１．資源・エネルギー・環境問題への強い関心を持ち、その解決のためにねばり強く探求し柔軟に思考できる人 

２．自然科学と人文社会科学の両面から資源問題を総合的に捉え、実務家、技術者、研究者として社会の発展に貢献

したいという意欲をもち、新たな分野へ立ち向かうチャレンジ精神のある人 

３．国際的に通用する論理的思考力と判断力および外国語による表現力とコミュニケーション能力を身につけ、グロ

ーバルなフィールドで活躍しようとする人 
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資料１－13：授業評価結果 

国際資源学部専門教育科目における授業評価結果 

  

平成２７年度 

前期 

実施科目数 24 

回答者数 1065 

個々の回答項目（５点満点） 

授業の目的や達成目標及び評価基準が明確に示されていましたか。 4.30  

授業の内容は，シラバスと一致していましたか。 4.32  

授業はよく準備されていましたか。 4.38  

説明は明確でわかりやすいものでしたか。 3.96  

授業内容は興味深いものでしたか。 4.06  

授業の内容は，理解できる分量でしたか。 3.76  

授業の進む速さは適切でしたか。 4.02  

学習の課題，問題演習等の指示が適切に行われましたか。 4.20  

授業に対する教員の熱意が感じられましたか。 4.28  

あなたは授業の内容を理解し，目標を達成できたと思いますか。 3.65  

この授業に対する学習時間(授業時間を除く)は授業１回あたり，どのくらいですか。（パーセンテージ） 

３時間以上 12.30% 

２～３時間 10.14% 

１～２時間 16.15% 

30 分～1時間 19.15% 

30 分未満 24.04% 

ほとんどない 17.18% 

無回答 1.03% 

（出典：国際資源学部教育学生委員会） 

 

資料１－14：国際資源学部海外資源フィールドワーク委員会の審議事項 

（出典：国際資源学部フィールドワーク委員会細則） 

 

(水準) 期待される水準を上回る 

 

(判断理由) 社会のニーズに対応した人材を養成するため、学部を新設するとともに、大

学改革強化推進補助金や大学機能強化経費により実験設備や語学学習システムの設置、海

外資源フィールドワークの事前視察・調整や海外教育研究拠点の整備を行った。 

また、他学部に先駆けて、外部委員が半数を占める教育研究カウンシルを設置して、教

育課程の編成方針や教員人事等についての意思決定の過程を透明化し、社会のニーズに即

した学部運営の体制を構築した。 

以上のことから、期待される水準を上回ると判断する。 

 

 

 

 

（審議事項） 

第２条 委員会は，次に掲げる事項を審議する。 

(1) 海外資源フィールドワークに係る各プログラムの安全性に関すること。 

(2) 海外渡航する学生との連絡体制に関すること。 

(3) その他海外資源フィールドワークに関すること。 
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観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

 

１．体系的な教育課程の編成 

授与する学位及びその基準、教育の目的を踏まえて教育課程の編成方針・実施方針を定

め、体系的に授業科目を編成・開設している（資料１－15、16）。また、本学部では一部

科目について、各学期をそれぞれ半分にした８週間で１科目を完結するクォーター制を導

入している。 

 

資料１－15：国際資源学部カリキュラム・ポリシー 

（出典：教育課程編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー） 

http://www.akita-u.ac.jp/shigen/curriculum/curriculumpolicy.html） 

 

資料１－16：国際資源学部ディプロマ・ポリシー 

（出典：学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）http://www.akita-u.ac.jp/shigen/reason/diploma.html） 

 

文系の資源政策コースと理工系の資源地球科学コース、資源開発環境コースそれぞれの

専門科目を互いに履修できる文理融合カリキュラムを構築している。 

また、２年次以降の専門教育をすべて英語で実施し、実際に資源開発の現場で学ぶ「資

源学実習」「海外資源フィールドワーク」を全学生必修とするなど、４年間を通じ、資源開

発の現場で活躍するための実践的な能力を養成することを目標とした編成を行っている

国際資源学部では、次のような方針に基づいて教育課程を構成しています。 

１．少人数教育を基本とし、入学から卒業までの継続性を重視し４年一貫教育を行っています。 

２．地球規模の金属・非金属資源、石油・天然ガス資源に関わる資源分野の問題解決能力、国際的に活躍できる実務

家・技術者・研究者に必要な知識・技術を修得できる教育を行っています。 

具体的な教育カリキュラムの編成例を挙げれば以下のとおりです。  

３．応用力や創造性を重視した専門教育（国際資源クリエイテイブ演習） 

４．専門知識を応用して資源に関する問題解決できる能力の養成（各専門教育科目および実験、演習科目） 

５．野外における実践的な手法と技能を重視した教育（資源学実習、地質調査法実習、進級論文、海外資源フィール

ドワーク） 

６．国際的に通用する論理的思考力と判断力、外国語による表現力とコミュニケーション能力の養成（Ｉ－ＥＡＰ、

ディスカッション演習、専門プレゼンテーション技法） 

７．資源に関する最新情報および最新研究成果収集のために必要な文献講読能力の養成（資源地球科学文献講読Ⅰ・

Ⅱ、資源開発環境文献講読） 

８．自然科学と人文科学の両面から資源問題を捉える能力の養成（理系・文系の幅広い学部共通科目） 

国際資源学部では、次のような知識、態度等を身につけた学生に、「学士（資源学）」の学位を授与します。 

１．地球規模となった金属・非金属資源、石油・天然ガス資源問題の解決のため、国際的に活躍できる実務家・技術

者・研究者としての知識・技術を身につけたと認定された場合、学士（資源学）が授与されます。 

２．地球的視点から多面的に物事を考える能力。 

３．技術が社会や自然に及ぼす影響や効果、および技術者が社会に対して負っている責任を理解する能力。 

４．自然科学および情報処理技術に関する知識とそれを応用する能力。 

５．該当する分野の専門技術に関する知識とそれらを問題解決に応用できる能力。 

６．種々の科学、技術および情報を利用して社会の要求を解決するためのデザイン能力。 

７．日本語、および英語による論理的な記述力、口頭発表能力、討議等のコミュニケーション能力および国際的に通

用するコミュニケーション能力。 

８．自主的および継続的に学習できる能力。 

９．与えられた制約の下で計画的に仕事を進め、まとめる能力。 
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（資料１－17）。 

 

資料１－17：カリキュラム概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国際資源学部概要） 

 

２．英語による専門教育 

２年次以降の専門教育をすべて英語で行い、世界の資源フィールドで専門知識とコミュ

ニケーション力を同時に発揮できる専門家の育成を目指している。英語での授業に対応で

きる語学力を育成するため、１・２年次に英語技能を集中的に強化する英語集中プログラ

ム「Ｉ－ＥＡＰ」を全学生必修とし、技能別にⅠ～Ⅵまでのプログラムで段階的に英語力

を養うこととしている。 

また、４年間を通じ継続的に語学力を高めていけるよう、「ディスカッション演習」「デ

ィベート演習」を開設し、英語による会話・議論について基本的な能力の習得を可能にし

ている。さらに学生の自主学習を促進するため自主学習スペースに「語学学習システム」

を導入し、大学の内外を問わずいつでも英語の学習ができるように環境を整備した。 

 

３．資源学実習・海外資源フィールドワーク 

「資源学実習」（１年次）、「海外資源フィールドワーク」（３年次）を全学生必修授業と

して設け、実際に現場に赴くことで、様々な課題を理解し解決する実践能力を育てること

を目指している。 

「資源学実習」は、地質巡検や鉱山・事業所訪問を通して、鉱床学から製品化までの流

れを学ぶ。複数の重要な地質遺産や鉱山資源を擁する、秋田県という地域を生かした学び

となっている（資料１－18）。 

「海外資源フィールドワーク」は、本学部の重要科目であり、世界の資源学最前線を学

ぶべく、各国の鉱山およびそれに付随する研究機関等を１か月程度訪問・実習を行う（資

料１－19）。事前・事後学習の「国際資源クリエイティブ演習」と合わせ、４年次の卒業課

題研究へとつなげていく構成となっている。 
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資料１－18：資源学実習の内容 

コース 概  要 

地質巡検 2000年前から現在までの火成岩類や堆積岩類が分類する男鹿半島で地質巡検を行う 

石油生産基地・鉱山事業所 
由利原油ガス田・八橋油田などの石油生産基地と、北鹿黒鉱・荒川鉱山・院内銀山

などの鉱山事業所の見学 

資源の下流部門 小坂製錬・リサイクル施設・松尾鉱山排水処理施設の見学 

（出典：授業紹介 http://www.akita-u.ac.jp/shigen/curriculum/introduction.html） 

 

資料１－19：海外資源フィールドワーク 実習先一例（予定） 

国・地域名 概  要 

アメリカ 石油探査会社での実習とテキサス～ニューメキシコでの地質調査実習 

イギリス 石油会社ロンドン事務所での講義実習、ジュラシックコースト～セブンシスターズでの地質実習 

オーストラリア 石油会社でのインターンシップ、関連大学及び鉱山での実地研修 

タイ タイ国内の鉱山での実地研修、フィールドスタディ 

フィリピン フィリピン国内の鉱山での実地研修、フィールドスタディ 

UAE 石油会社との連携による石油開発と生産の実地研修 

インドネシア インドネシア国内の鉱山での実地研修、フィールドスタディ 

南アフリカ 関連大学及び鉱山での実地研修 

チリ チリ国内の鉱山での実地研修、フィールドスタディ 

ボツワナ 関連大学及び鉱山での実地研修 

モンゴル モンゴル国内の鉱山での実地研修、フィールドスタディ 

セルビア ボール冶金研究所でのインターンシップ及び実地研修 

（出典：国際資源学部海外資源フィールドワーク委員会） 

 

(水準) 期待される水準にある 

 

(判断理由) 専門科目を全て英語で実施するなど国際的に通用する資源学教育に対応した

カリキュラムを構築している。 

また、最新の資源学実験装置を設置し、実験環境の整備を進めている。 

さらに、海外資源フィールドワークの安全な実施に向けて、専門の委員会を立ち上げ危

機管理体制の整備やプログラムの安全性の審査、マニュアルの作成など学生が安心して海

外実習が行えるように配慮している。 

以上のことから、期待される水準にあると判断する。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

 

１．成績評価 

本学部では、ＧＰＡ制度を導入し４点満点として運用しており、学期ごとの平均値はお

おむね 2.2 前後となっている（資料１－20、21）。データの蓄積がまだ少ないため、引き続

き運用・分析を行い、教育の質の保証につなげていく予定である。 

 

資料１－20：ＧＰＡ制度における評価の内容 

点数 評価 意味 グレードポイント 

100～90 点 Ｓ きわめて優れている ４ 

89～80 点 Ａ 優れている ３ 

79～70 点 Ｂ 標準的なレベルである ２ 

69～60 点 Ｃ 最低限の基準を満たしている １ 

60 点未満 Ｄ 不合格 ０ 

（出典：国際資源学部履修案内） 

 

資料１－21：各年度ＧＰＡ平均値 

  学生数［人］ 平均値［％］ 3.0 以上［人］ 3.0 以上の割合［％］ 

平成 26 年度 
前期 

127 
2.24 12 9.5％ 

後期 2.23 13 10.4％ 

平成 27 年度 
前期 

263 
2.17 29 11.8％ 

後期 2.18 30 12.7％ 

（出典：国際資源学部教育学生委員会） 

 

２．単位取得等の状況 

留年率、休学率及び退学率を以下に示す（資料１－22）。適性等によりやむなく進路変

更に至る学生が数名ほどいたが、いずれも教育学生委員会が中心となって学生本人及び保

護者との面談により適切に対応している。 

 

資料１－22：留年率・休学率・退学率［単位：％］ 

区   分 平成 26 年度 平成 27 年度 

資源政策コース 

留年率 8.6 1.4 

休学率 0 4.3 

退学率 0 1.4 

資源地球科学コース 

留年率 7.9 2.8 

休学率 5.3 2.8 

退学率 0 1.4 

資源開発環境コース 

留年率 1.9 5.6 

休学率 1.9 2.8 

退学率 1.9 0 

平 均 

留年率 5.5 3.6 

休学率 2.4 3.2 

退学率 0.8 0.8 

（出典：学校基本調査） 
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３．資格等取得 

本学部における所定の科目・単位の取得が、特定の資格取得に結びついている（資料１

－23）。 

現在ではまだ資格を取得した学生はいないが、いずれ卒業生の専門性の担保の一助とな

ることが期待される。 

 

資料１－23：取得可能な主な資格 

 資格種 取得可能コース等 

特定の科目・単位を修得し、卒業後所定の実務経験

を経ることにより取得できる資格 

測量士・測量士補 資源地球科学コース 

ダム水路主任技術者 全コース 

所定の科目・単位を修得し、卒業後所定の実務経験

を経ることにより受験資格を得ることができる資格 

土木施工管理技士（１級） 全コース 

管工事施工管理技士（１級） 全コース 

所定の科目・単位を修得することにより受験資格を

得ることができる資格 

危険物取扱者（甲種） 

 

全コース 

 

所定の科目・単位を修得することにより試験の一部

を免除される資格 

火薬類取扱保安責任者 

 

資源地球科学コース 

資源開発環境コース 

（出典：取得可能な資格 http://www.akita-u.ac.jp/shigen/curriculum/license.html） 

 

４．英語力の向上 

２年次から始まる専門科目の英語での講義や３年次の海外資源フィールドワークへ対応

するため、学生にカレッジＴＯＥＩＣ（年２回）を受験させ、英語力の向上に努めている。 

学生は、個々人の能力により成果に差はあるものの、着実に英語力を身に付けている（資

料１－24）。 

 

資料１－２４：カレッジＴＯＥＩＣ比較表 

（出典：国際資源学部教育学生委員会） 
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(水準) 期待される水準にある 

 

(判断理由) グローバル資源人材の基礎となる総合的な英語力の修得のため、Ｉ－ＥＡＰ

により集中的に英語を学習させるとともに、カレッジＴＯＥＩＣを年２回受験させ英語力

を測っている。英語力向上に向けたワーキンググループを設置するなど学生の英語教育に

対するサポート体制が整備されている。 

したがって、期待される水準にあると判断する。 

 

 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 該当なし 

 

(水準) 該当なし 

 

(判断理由) 該当なし 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

第２期中期目標期間中の学部設置のため、第１期終了時からの変化なし 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

第２期中期目標期間中の学部設置のため、第１期終了時からの変化なし 
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２．教育文化学部 

 

 

 

Ⅰ 教育文化学部の教育目的と特徴 ・・・・２－２ 

Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 ・・・・・２－３ 

     分析項目Ⅰ 教育活動の状況 ・・・・・２－３ 

     分析項目Ⅱ 教育成果の状況 ・・・・・２－19 

Ⅲ 「質の向上度」の分析 ・・・・・・・・２－30 
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Ⅰ 教育文化学部の教育目的と特徴 
 

１．教育文化学部の教育目的 

教育文化学部は学校教育課程と地域文化学科の１課程１学科で構成されており、学部お

よび課程・学科の目的については、教育文化学部規程に定めている（資料２－１）。 

 

資料２－１：教育文化学部の目的 

（出典：教育文化学部規程） 

 

２．特徴 

本学部は、平成26年度、従来の４課程（学校教育課程、地域科学課程、国際言語文化課

程、人間環境課程）から大幅な改組がなされた。秋田県が抱える次のような社会的要請に

よるものである。 

１）秋田県においては、平成20年代中頃から、教員構成の大きな部分を占める団塊の世

代が大量退職期を迎えて、平成30年代後半までの期間、教員採用枠の大幅増が必要

となっている 

２）全国でも最も急速に進む人口減少と少子高齢化によって、地域経済が疲弊し、一部地

域ではコミュニティの維持が困難になりつつあり、その再生・創成のための人材確保

が急務となっている 

再編に際しては、学問領域を軸とした従来的な考え方ではなく、「地域に貢献する人材

の養成」を学部共通の基本コンセプトとしながら、「地域の教育の活性化に貢献する教員

の養成」を目的とした学校教育課程、「地域活性化に貢献する人材の養成」を目的とした

地域文化学科と、人材養成の理念を前面に掲げ、その目的のために必要とされる諸学を有

機的に結合させた学部への変貌を強く意識している。 

 

[想定する関係者とその期待] 

想定される関係者としては、在学生の他、本学部に入学を志望する高校生等、本学部卒

業生を受け入れる就職先（学校・自治体・企業等）、在学生や卒業生を受け入れる地域社

会等が挙げられる。 

また、想定される関係者からの期待については、次のようなものが挙げられる。 

１）将来の夢を叶えるのに適した教育システムや修学環境の提供 

２）カリキュラム等を含む様々な学習環境が適切に整備され、ＦＤ活動に基づいて積極

的に改善されていくこと 

３）在学中に得た知識やスキルが将来において十分に役立つものであること 

４）「人間存在をめぐる現代的諸課題を総合的に探求」する事ができることを基礎的な

資質とした上で、専門的知識と高いスキルを有する教員や、地域への理解に基づく

問題発見能力・課題解決能力を有する人材の供給 

５）地域住民と協働し、地域の未来を創造しうる豊かな人間性と活力を有する人材の養

成に貢献する教育研究活動 

（目的） 

第２条 本学部は、人間の発達への深い理解にたって、人間存在をめぐる現代的諸課題を総合的に探求し、新たな

生活文化の創造を担う人材の養成を目的とする。  

２ 学校教育課程及び地域文化学科の目的は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（１） 学校教育課程は、子どもに対する深い理解を持ち、多様な教育的諸課題に対処しうるように、豊かな人間

性と専門的知識・技術、幅広い教養を基盤とする実践的な指導力を備えた教員を養成することを目的とする。  

（２） 地域文化学科は、地域社会の実状と課題を深く理解し、豊かな人間性と幅広い教養、高い専門的知識・ス

キルを基盤として、地域の経済や文化の活性化、生活・コミュニティの創成・再生などの様々な方面で、地

域振興活動の中核となり得る能力・資質を備えた人材を養成することを目的とする。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 

 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

 

１．教育研究組織及び教員 

教育文化学部は、学校教育課程と地域文化学科の１課程１学科からなる学部であり、教

員養成に関わる教育関連諸分野と、地域を総合的に捉えるための社会科学・人文科学をベ

ースとした諸分野を２本の柱とする（資料２－２）。 

 

資料２－２：教育文化学部の構成 

課程・学科 入学定員 コース 教育目的 

学校教育課程 

 

 

 

 

 

 

 

45 教育実践コース 高度な教育実践力を備えた小学校教員の養成 

10 
英語教育コース 

 

小学校から社会人までを視野に入れた英語教育を実践で

きる教員の養成 

20 理数教育コース 理科教育や数学教育につよい教員の養成 

15 
特別支援教育コース 

 

障がいのある子どもの心理や支援を深く考えられる教員

の養成 

20 
こども発達教育コース 

 

乳児期から児童期の子どもの発達・教育を支援する教員

の養成 

地域文化学科 

 

 

 

100 

地域社会コース 

 

社会科学の知識と実習による実践力を身につけた人材の

養成 

人間文化コース 

 

国際的視野に基づく人文科学の素養を身につけた人材の

養成 

（出典：平成27年度教育文化学部案内） 

 

秋田県の抱える最大の課題は、人口減少・少子高齢化・経済活動の縮小・若年人口の流

出という負のスパイラルをいかに食い止めるかという点にある。その打開策として、グロ

ーバル化と新産業の振興を掲げ、そのための人材養成（英語教育を軸としたグローバル教

育と、理数教育の強化）を教育施策としている。また併せて、普通学級における障害者対

応のためのインクルーシブ教育も重点課題としている。 

一方、地域にあって住民とともに地域活性化のために活動する人材は、地域社会・地域

経済界が強く求めるところであった。 

こうした地域のニーズを踏まえ、「地域を志向した大学」として平成26年度に学部組織

の全面的改編を行なった（資料２－３、４）。  
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資料２－３:学部改組による移行図 

 

（出典：教育文化学部 学部改組概要） 

 

資料２－４:地域文化学科 コース人材養成 

（出典：地域文化学科詳細 http://www.akita-u.ac.jp/eduhuman/pdf/society.pdf） 
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また、課程・学科ごとに、教職課程認定等に必要な人数の教員を配置している（資料２

－５）。非常勤講師（学外兼務教員）については、平成 26 年度改組後のカリキュラムでは

大幅に削減し、専任教員が責任を持って教育に当る体制を整えた（資料２－６）。 

 

資料２－５：課程・学科別の専任教員現員数 （平成 27 年５月１日現在） 

学科 

専 任 教 員 数  [人 ] 
非 常 勤 

講 師 数 

[人 ] 
教 授  准 教 授  講 師  助教 計 

教職課程 
認定等に 

必要な教員数 

学校教育課程 32（1） 24（0） 5（1） 0（0） 61（2） 
47 <13>  79 

地域文化学科 16（1） 15（0） 5（0） 0（0） 36（1） 

計 48（2） 39（0） 10（1） 0（0） 97（3）   

※( )は外国人教員数、< >は教授の数でいずれも内数 （出典：教育文化学部・総合学務課作成） 
 

資料２－６：兼務教員数（専任教員数に占める割合）（平成27年５月１日現在） 

 専任教員 学内兼務教員 学外兼務教員 
占有率 

専任教員 兼務教員 

学校教育課程 61 2 47 55.5％ 44.5％ 

地域文化学科 36 2 28 54.5％ 45.5％ 

計 97 4 75 55.1％ 44.9％ 

（出典：教育文化学部調査） 

 

教員養成においてより実践的な指導を行なう体制を整えるため、学校教育課程において、

現場経験のある教員を積極的に採用しており、教諭の職歴をもつ教員の比率が平成25年度

時点で５割近くを占めるに至っている（資料２－７）。これは全国的に見ても極めて高い

水準といえる。現場経験を持たない教員には、附属中学校における科学講座などの企画を

通して、定期的に現場経験を積んでもらう試みを積極的に展開している。 

さらに、一部の教科教育担当教員を県教育委員会との交流人材によって採用するほか、

平成27年度には教職大学院設置の準備も兼ねて４名の実務家教員を採用、いっそうの拡充

に努めている。 

 

資料２－７：現場経験のある教員の具体的な人数と比率（平成 25 年５月１日現在） 

 教員数 教職経験者数 教職経験のある教員比率 

学校教育課程（改組前） 52 24 46.1% 

（出典：教育文化学部調査） 

 

２．組織体制及び改善体制 

平成26年度の改組と同時に、教育の実施・改善に関わる組織体制を全面的に見直した。

それ以前は、教育に関するさまざまな問題が別々の委員会で所掌され、各委員会間の連携

が十分に取れないこともあった。そこで教育全体を統括する教育担当副学部長を議長とし

た「教育企画会議」を設置し、この組織のもとに各種専門委員会を置いて、全体が有機的・

効率的に運用される体制を整えた（資料２－８、９）。 

また、学生代表を交えた組織「学生協議会」（議長は教育担当副学部長）を設置、定期

的に会議を開くとともに、学部長との懇談の場を設けるなど、学生の評価・意見を取り入

れて、教育全体の向上に取り組んでいる。 

さらに、平成24年度からは学生による授業評価に加えて、教員によるティーチング・ポ

ートフォリオを実施している。これは、授業の全記録（シラバス、配付資料、授業ノート、

学生からの提出物等）、学生アンケート、教員側の省察レポートをセットにして提出させ、

授業評価に対する教員の振り返りを制度化するものである。教員には、年間に開講してい
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る授業の１つ以上でこれを提出するように求めており、その実施状況は教員評価にも反映

している（資料２－10、11）。 

また、学生に卒業時アンケートを実施し、４年間の学びについて満足度を確認している

（資料２－12）。 

 

資料２－８：教育企画会議の下に置く専門委員会 

（出典：教育文化学部教育企画会議要項） 

 

資料２－９：専門委員会の機能 

教員養成委員会 教育実習をふくむ教員養成に関わるカリキュラムを所掌する 

教育改善推進委員会 教育全体の改善を担う 

入学試験委員会 入学者選抜方法等に関することを所掌する 

教務学生委員会 学部カリキュラム全体の実質的運用を所掌する 

学務委員会 大学院カリキュラム全体の実質的運用を所掌する 

キャリア委員会 学生のキャリア形成支援に一部を所掌する 

地域文化コアカリキュラム

委員会 

地域文化学科の地域連携型・ワークショップ型授業の円滑な実施に関することを 

所掌する 

留学生委員会 留学生の派遣、受け入れの選考等を所掌する 

（出典：各委員会要項） 

 

資料２－10：授業評価の概要（質問票、実施形態） 

第８条 会議に、専門的事項を審議するため、会議の下に次の各号に掲げる専門委員会を置く。 

（１） 教員養成委員会  

（２） 教育改善推進委員会  

（３） 入学試験委員会  

（４） 教務学生委員会  

（５） 学務委員会  

（６） キャリア委員会  

（７） 地域文化コアカリキュラム委員会  

（８） 留学生委員会 

教育文化学部専門教育科目授業アンケート 

【１】あなたが授業目標（授業の意義・目的・到達目標）を理解する上でシラバスの記載は有効でしたか。 

【２】あなたにとって授業中の説明はわかりやすいものでしたか（説明の論理性・合理性、声の大きさ、言葉づか

い等）。 

【３】授業は授業目標を達成するために工夫されていましたか（例えば補助資料の提示、課題の提示、適宜行われ

る補足説明、テスト・演習のフィードバック等）。 

【４】授業の成績評価に関して、明確な基準が提示されていましたか。 

【５】この授業の受講によりあなたはシラバスの到達目標にある事項をおおよそ身につけられたと思いますか。 

【６】あなたは授業にきちんと出席しましたか。 

【７】あなたはこの授業のために，授業外の学習（予習・復習、授業で出された課題、試験のための勉強、授業に

関係する図書の読書等を指します）をしましたか。 

【８】あなたはこの授業に積極的に取り組みましたか。 

【９】この授業について良かったこと・改善してほしいこと等を自由にお書きください。 

実施方法 

１．授業アンケートには、以下の２種類があります。 

  ・「マークシート方式」（受講生数がおおむね 10 名以上の科目用） 

  ・「教員記述式」（受講生数がおおむね 10 名未満の科目用） 
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２．「マークシート方式」の授業アンケートについて 

 「マークシート方式」の授業アンケートは、教養基礎教育科目の場合と同様に実施してください。実施と回収 

の手順は以下の通りです。 

    (1) 受講生の中から１名指名し、授業アンケートの回収と総務担当への提出を 指示する。 

    (2) 授業アンケートを配布して、回答させる。（教員は学生が授業アンケートを記入しているところを見ない 

ようにお願いいたします。） 

    (3) 受講生のアンケート回答後、指名された受講生がアンケートを回収し、アンケートが入っていた封筒 

に回収したアンケート用紙およびあまった用紙を入れて総務担当へ提出する。（回収の際にも裏返して回収 

するなどのご配慮をお願いいたします。） 

（出典：教育改善推進委員会） 

 

資料２－11：ティーチング・ポートフォリオ実施要領 

（出典：ティーチング・ポートフォリオ実施要領） 

 

資料２－12：卒業時アンケートの概要（質問票、実施形態） 

平成 28 年１月 

４年次学生各位 

教育改善推進委員会委員長 

「卒業生アンケート」の実施について 

 卒業を間近に迎えた皆さんの大学生活は、充実したものであったでしょうか。大学の教育カリキュラムは、十分に皆

さんの要求に応えていたでしょうか。また、在学中に困ったこと、もっとこうしてほしかったなどの意見を持ったこと

もあったかと思います。 

教育改善推進委員会では、皆さんの率直なご意見を参考に、カリキュラムや指導体制、施設や相談体制など、さまざま

な改善を図っていきたいと考えております。また、卒業後の進路の一つとしての大学院の受け入れ態勢の改善も進めて

おります。これらのことについてご理解いただき、アンケートへのご協力の程をよろしくお願いいたします。 

なお、このアンケートは、本学の中期計画に記された「学習成果の検証」に基づく「卒業時調査」として実施するも

のです。いただきましたご意見は、学部のさまざまな改善、大学院入試の改善のみに利用させていただき、それ以外に

用いられることはありません。 

  提 出 先： 総合学務課教育文化担当（学生支援棟） 

      ※ 卒業論文と一緒に提出してください。 

 

卒業生アンケート 

 

入学年度：（       ）年度  性別：（    ） 

ティーチング・ポートフォリオ実施要領 

目的 

従来行われてきた授業アンケート（授業評価）をより効果的に活用し、各教員の授業改善に資することを目的とす

る。 

方法 

１）年度当初ないし学期当初に授業評価を受ける予定の専門教育科目（できるだけオムニバスは避けてください）を

各自で設定し、シラバス、配布資料、授業メモなどその授業に関する資料をできるだけ一括して保管する。 

２）授業評価を受けた後に、学生からの指摘事項（高い評価が得られた点・評価が低かった点など）について上記の

資料などを確認し、授業内容を振り返る。 

３）その結果を「ティーチング・ポートフォリオ報告書」としてまとめ教育改善推進委員会に提出する。 

４）教育改善推進委員会はこれを「授業改善の記録」として保管し、ＦＤ活動への基礎資料とする。 

５）提出された報告書は、原則としてＦＤ活動等のみに活用する。また本人の承諾がない限り公表しない。 

６）各教員は、「ティーチング・ポートフォリオ報告書」作成に用いた資料一式を、必要に応じて閲覧に供することが

できるように、各自で責任を持って３年間保管する。 

７）「ティーチング・ポートフォリオ」制度は、中期計画実績報告の「学部独自の取り組み」に記載する予定であるの

で、評価を受ける際に資料の提出が求められた場合にはご協力をお願いいたします。 
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所属：（        ）課程 （         ）選修 

 

次の質問に対してどのように感じていますか。当てはまるものに○をつけてください。 

 

○カリキュラムについて 

１．あなたの課程・選修のカリキュラムは課程の人材養成の目標に合致したものであったと思いますか。 

 (1) 思う (2) 少し思う (3) あまり思わない (4) 思わない 

２．あなたの課程・選修のカリキュラムはあなたが入学時に期待していた教育内容と合致していましたか。 

  (1) 合致していた (2) おおよそ合致していた (3) あまり合致していなかった (4) 合致していなかった 

３．授業を担当した教員は概ね熱意を持って指導していましたか。 

 (1) そう思う (2) 少しそう思う (3) あまりそう思わない (4) そう思わない 

課程・選修のカリキュラムや教員の指導に対してご意見があれば自由に書いてください。 

 

 

 

○教育体制、制度について 

４．シラバスはわかりやすく、また役立ったと思いますか。 

 (1) そう思う (2) 少しそう思う (3) あまりそう思わない (4) そう思わない 

５．シラバスはどのように利用しましたか。（複数回答可） 

  (1) 受講する授業を選ぶため (2) 予習や復習をするために、進行予定を確認する 

(3) その日の授業内容を進行予定で確認するため (4) 評価基準を確認するため (5) 参考書を探すため 

  (6) その他（具体的に                        ） (7) 利用したことがない  

６．時間割はあなたの希望する科目が問題なく受講できるようになっていましたか。 

 (1) そう思う (2) 少しそう思う (3) あまりそう思わない (4) そう思わない 

７．教育実習を受講した方にお聞きします。教育実習は満足がいく内容でしたか。 

 (1) そう思う (2) 少しそう思う (3) あまりそう思わない (4) そう思わない 

８．インターンシップ（企業・行政研修、人間環境学体験実習）を受講した方にお聞きします。インターン 

    シップは満足がいく内容でしたか。 

 (1) そう思う (2) 少しそう思う (3) あまりそう思わない (4) そう思わない 

９．単位互換制度を利用した方にお聞きします。単位互換制度はあなたにとって有効な制度でしたか。 

 (1) そう思う (2) 少しそう思う (3) あまりそう思わない (4) そう思わない 

10．留学した方にお聞きします。学部の留学生制度はあなたにとって満足できる制度だと思いますか。 

 (1) 十分満足である (2) おおよそ満足である (3) 若干不満である (4) 不満である 

教育体制や制度に対してご意見があれば自由に書いてください。 

 

 

○就職活動について 

11．あなたは教員採用試験を受けましたか。  

(1) はい (A の問いにも答えてください) (2) いいえ 

(A)教員採用試験に対しての学部による支援はいかがでしたか。 

 (1) 満足している (2) だいたい満足している (3) 若干不満である (4) 不満である 

12．あなたは幼稚園や保育園への就職活動（採用試験を受ける等）を行いましたか。  

(1) はい (A の問いにも答えてください) (2) いいえ 

(A)幼稚園や保育園への就職活動に対しての学部による支援はいかがでしたか。 

 (1) 満足している (2) だいたい満足している (3) 若干不満である (4) 不満である 

13．あなたは公務員試験を受けましたか。 

(1) はい (B の問いにも答えてください) (2) いいえ 

(B)公務員試験に対しての学部による支援はいかがでしたか。 

 (1) 満足している (2) だいたい満足している (3) 若干不満である (4)不満である 

14．あなたは企業への就職活動を行いましたか。 

(1) はい (C の問いにも答えてください) (2) いいえ 
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(C)就職活動に対しての学部による支援はいかがでしたか。 

 (1) 満足している (2) だいたい満足している (3) 若干不満である (4) 不満である 

教員や厚生担当（現在の就職推進課）、就職情報室による学部の就職支援に対してご意見・ご要望があれば自由に書いて

ください。 

 

 

○学生相談・生活支援について 

15．学部の学務担当や厚生担当（現在、総合学務課教育文化担当）での対応は満足いくものだったでしょうか。 

  (1) 満足している (2) だいたい満足している (3) 若干不満である (4) 不満である 

16．学習や大学生活について相談できる学部教員または職員はいましたか。 

  (1) いた (2) いない 

17．学習や大学生活で困った施設の不都合はありましたか。 

 (1) あった （具体的に書いてください                             ） 

 (2) なかった 

18．学習や大学生活で経済的支援を必要としたことはありましたか。 

 (1) あった 

具体的にどのようなことで必要でしたか。                   

         

 

 (2) なかった 

その他、学生相談・生活支援についてについてご意見がありましたら自由に書いてください。 

 

○大学院について 

19．あなたは秋田大学大学院教育学研究科（教職大学院 教職実践専攻／修士課程 心理教育実践専攻）への 

  受験を考えたことがありますか。 

  （1）ない（→ 質問 20 へ） （2）あるが受験しなかった（→ 質問 21 へ） 

  （3）考えたことがあるが他大学の大学院を受験した（→ 質問 22 へ） 

  （4）実際に受験した（→ 質問 23 へ） （5）その他（                ） 

 

20．質問 19 で(1)と回答した方にお聞きします。 秋田大学大学院教育学研究科が以下のようであれば受験を 

  考えましたか。あてはまる番号すべてに〇をつけてください。（どのような場合でも教育学研究科進学を 

  考えなかった場合は、○をつけなくてよいです。） 

 (1) 大学院を修了していることで優遇措置が受けられるなど，教員にとって魅力的な大学院 

  (2) 教員養成以外にも力を入れた大学院 

 (3) 専門科目と小論文のみで受験できるなど、より専門性を重視した入試を行う大学院 

 (4) その他（                                    ） 

 

21．質問 19 で(2)と回答した方にお聞きします。なぜ受験をしなかったのですか。 

 (1) 教員採用試験への合格 

 (2) 公務員・企業等への進路変更 

 (3) 大学院入試が大変そうだから 

 (4) 最終的に秋田大学大学院教育学研究科に魅力を感じなかったから 

 （具体的な点：                                ） 

 (5) その他（                                    ） 

 

22．質問 19 で(3)と回答した方にお聞きします。なぜ他大学の大学院を受験したのですか。 

  (1) 他大学の大学院のほうが魅力的だったから 

   （具体的な点：                                  ） 

  (2) 秋田大学教育学研究科の入試が大変そうだから 

(3) その他（                                    ） 
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23．質問 19 で(4)と回答した方にお聞きします。大学院教育学研究科を受験した理由は何ですか。（複数回答可） 

  (1) 専修免許状を取得するため 

  (2) 教職チャレンジ制度を利用して、教員免許状を取得するため 

  (3) 資格を取得するため 

  (4) 専門分野の研究を深めるため 

  (5) その他（                                    ） 

 

ご協力ありがとうございます。いただいたご意見は学部の教育体制・大学院の入試の改善に役立てます。 

（出典：教育改善推進委員会） 

 

３．入学者選抜 

入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー）には、学生に求める資質を次のように

定め、それに即した入学者選抜を実施している（資料２－13、14）。 

なお、入学者選抜は推薦入試及び一般入試を実施している（資料２－15）。 

 

資料２－13：入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー） 

教育文化学部では次のような人材を求めています。 

１．子どもに対する理解と教育や保育に強い情熱を持ち、学校および保育関連施設で働こうとする強い意志のある人 

２．児童・生徒との交流に積極的に取り組むことを通して、教育者としての専門性を身につけようとする人 

３．地域社会のさまざまな問題を、日本全体や世界の状況も視野に入れて考察し、地域社会の活性化に積極的、具体的

な提言を行う意欲を持った人 

（出典：教育文化学部 学部案内 http://www.akita-u.ac.jp/eduhuman/department/index.html） 

 

資料２－14：教育文化学部入学試験委員会の審議事項 

（出典：教育文化学部入学試験要項） 

 

資料２－15：教育文化学部入試区分別入学者数 

※外国人留学生を含まない。（出典：秋田大学入学試験状況調（総表）） 

 

過去６年間の入学者の状況について、改組前を含め、学部全体で入学定員の101％～104％

の範囲で推移している。過去の受入状況から、合格者判定の手続きが有効に機能し、入学

者の適正化が図られている（資料２－16）。また、学年全体の定員充足率の平均は108.5％

教育文化学部 

区分 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

入学定員 290 290 290 290 210 210 

推薦入試Ⅰ 14 11 12 13 24 25 

推薦入試Ⅱ 31 31 31 32 14 16 

前期日程入試 183 191 185 185 138 139 

後期日程入試 67 66 75 67 42 36 

計 295 299 303 297 218 216 

第２ 所掌事項 

委員会は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

（１） 入学者選抜方法に関すること。 

（２） 学生の募集要項に関すること。 

（３） 合格者の選考方針基準及び合格者の選考に関すること。 

（４） 選抜の広報に関すること。 

（５） その他入学試験に関すること。 
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資料２－23：「まなびの総合エリア」を教員養成・研修拠点とした統合型教員養成 実施プロジェクト概要 

（出典：教育文化学部「まなびの総合エリア」事業推進委員会） 

 

 

資料２－24：「まなびの総合エリア」を養成・研修拠点とした統合型教員養成 実施プロジェクト概要 

（出典：平成 23 年度秋田大学概要ｐ9） 

 

 

 

 

 

  

１．附属学校園等を活用して現職教員（特に研修の場を求める臨時採用教員）に対する教育方法技術に関する研修

を行います。 

２．普通学級の中で特別な支援を必要としている児童生徒の指導を教師が行うための方法について、大学教育・現

職研修の場で実践的な指導・研究を行います。 

３．教育相談活動を行うための環境を整えます。相談室と模範となる授業風景のビデオライブラリを整備し、対面

での相談活動に活用します。また、遠隔での相談を行うための「あきた教職.net」を活用してネット上での教

育相談活動にあたります。 

４．新規授業科目である教職実践演習について試行を行い、教師力を高めるための教育内容について研究します。 

５．全国学力テストにみられた秋田の学力・教師力を分析してモデル化し、伝承・創造すべき力についての実証研

究を行います。 
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資料２－25：“教員養成秋田モデル”発信プロジェクト 概要図 

 

 

 

資料２－26：専門性を有する教員養成のための取り組み 

コース 取り組み内容 

英語教育コース ・小学校英語の教科化への対応 

「初等英語科教育学」等の科目を開設 

理数教育コース ・実験に強い小学校教員養成 

児童生徒を対象とした「秋田大学ジュニアサイエンスクラブ」「ドリームサイエンスクラ

ブ」などの活動を展開 

（出典：理科教育研究室ウェブサイト「開設講義一覧」） 

 

資料２－27：教員志望者に対して行っている正課外支援の利用者数［単位：人］ 

 スタージュ オータムキャンプ スプリングキャンプ 

平成 22 年度 88（10) － － 

平成 23 年度 
スタージュ 87（4） 

－ － 
プレスタージュ 39 

平成 24 年度 
スタージュ 90(11) 

－ － 
プレスタージュ 96(3) 

平成 25 年度 97（13） 52（4） 49（6） 

平成 26 年度 99（6） 43（3） 72（6） 

平成 27 年度 117（6） 93（6） 78（4） 

※（ ）内は大学院生                              （出典：キャリア委員会） 

 

３．地域で求められる能力の養成（地域文化学科） 

地域文化学科においては、キャンパスと地域現場を往還する実践的な教育を目指して、

コア・カリキュラムが設定された。地域現場でのフィールドワーク等を通して、自らの将

来における地域社会での活動と結びつけながら大学での学びの意義を理解させることを意

図したプログラムである（資料２－28）。これによって、地域現場への理解を深めるとと

もに、地域で求められている能力・資質を体験的に理解させるというねらいがある。特に、

地域連携プロジェクトゼミ（平成28年度から実施）では、地域の諸団体（自治体・企業・
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ＮＰＯ等）の協力を仰いで学生数名ずつを受け入れてもらい、大学との話し合いによって

設定されたプログラムを、諸団体のスタッフと協働して遂行するという形態で実施が予定

されており、インターンシップを超えた教育効果が期待される。このゼミの運営には、一

般の教員と、北都銀行の協力によって派遣されている実務家教員がスタッフとしてあたり、

諸団体との連携や学生の指導を行なうよう準備が進められている（資料２－29）。 

 

資料２－28: コア・カリキュラムの概要 

（出典：教育文化学部概要 2016） 

 

資料２－29:地域連携プロジェクトゼミ（シラバス） 

科目名：地域連携プロジェクトゼミ 

【授業の目的と到達目標】 

授業の目的は実習生が実習受入機関で社員や職員、地域住民等と協働する実務体験を通して、課題や資源を（再）

発見し、解決策や活用方法を見出すことにより実践力を養成することにある。 

到達目標は地域に関する認識を深め、地域社会や職場で多様な人々と仕事をしていくために必要な基礎的な力や態

度を養うことにある。 

【授業の概要と進行予定及び進め方】 

この授業は実習受入機関に実際に出向き、その機関の職員、社員、地域住民等と共に活動し、掲げられた課題を解

決していくものである。実習の期間については実習受入機関毎に異なる。課題についても、それぞれの実習機関によ

って異なる。概ね次のような流れで実習先の決定と最後の発表を行う。 

１）前年度１２月をめどに実習受入機関が決定する。 

２）前年度１月をめどに説明会を開催し、希望を提出する。 

３）前年度２月に調整を行い、仮決定とする。ただし、受入先機関によっては、自ら面接等を行い決定すること

もある。 

４）当該年度に履修登録を行うことで正式決定とする。 

５）受講学生は実習開始前までに誓約書を大学に提出する。 

６）４月１４日 ガイダンス（実習の内容について） 

７）４月２１日 マナー講習（予定） 

８）４月２８日 担当者との顔合わせ 

９）５月以降実習受入機関毎に実習を開始 

10）実習が終了次第報告会を、７月、１０月、１月のいずれかに行う。 

（出典：秋田大学 A・net） 
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(水準) 期待される水準を上回る 

 

(判断理由) 教養教育科目・基礎教育科目に加えて、専門教育科目についても、専門基礎

科目・基盤科目・基幹科目・実践／特定領域科目・発展科目と、段階的なカリキュラム体

系を構築している。 

また、学校教育課程、地域文化学科ともに、地域現場に即した実践力の養成に力点を置

いたカリキュラム体系の整備を行なっている。学校教育課程では、通常の教育実習・介護

等体験に加えて「教育実地研究」を設定、実務家教員を中心とした教員チームによって実

践的な指導に当っている。地域文化学科では、地域実習を重視したコア・カリキュラムを

設定、北都銀行との連携による実務家を交えた指導体制を整えるなど、地域理解と実践力

の涵養に努めている。 

さらに、学校教育課程・地域文化学科ともに、実践科目を重視したカリキュラム体系を

構築しており、実践力の向上が図られている。 

以上のことから、期待される水準を上回ると判断できる。 

 



秋田大学教育文化学部 分析項目Ⅱ 

－2-19－ 

分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

 

１．学習成果の評価 

平成 26 年度の改組を機に、全ての科目においてナンバリングを行なうことで分野および

水準を明示し、学生自身が自らの学びを体系的に把握できるようにしている。加えてＧＰ

Ａの導入と評価基準の統一を同時に行ない、自らの学習の達成度が客観的に把握できるよ

うに体制を整えた（資料２－30、31）。 

また、平成 22年度より教職ポートフォリオを導入、教員を目指す学生が自らの学習を省

察しつつ、記録を教員と共有しながら指導を受ける体制が確立されている（資料２－22（再

掲））。 

さらに、平成 26 年度より地域文化学科の学生に対しては、キャリアポートフォリオを導

入し、学生が１年次から自らのキャリア形成を意識しながら大学での学びを構築しつつ、

教員がポートフォリオに基づいてアドバイスを行なう体制を構築している（資料２－32）。 

 

資料２－30:専門教育科目ナンバリング 

                                    （出典：平成 27 年度開設講義一覧） 

 

 

 

授業科目コードのナンバリングについて 

平成 26 年４月から「ナンバリング制度」に基づいて授業科目コードを 8桁数字で構成し、各授業科目の学問の分野と水

準を示して、科目選択の参考にしています。 教育文化学部の専門教育科目では以下のとおり設定しています。 

科目コード 

① 科目群 ② 分野 ③ 水準 通し番号 

６ ５ ９ ６ ２ １ １ ０ 

①科目群 

学校教育課程（共通） ６５ 

教育実践、英語教育、理数教

育 

６６ 

特別支援教育、こども発達 ６７ 

地域文化学科 ６８ 

卒業研究 ６９ 

②分野 

哲学 11 政治学 19 物理学 33 地理学 78 特別支援教育 97 

芸術学 12 経済学 20 地球惑星科学 34 社会･安全シス

テム科学 

79 卒後研究 98 

文学 13 社会学 22 基礎化学 36 健康･スポーツ

科学 

81 その他 99 

言語学 14 心理学 23 基礎生物学 52 子ども学 82   

史学 15 教育学 24 情報学 71 外国語 92   

文化人類学 17 地域研究 25 環境学 72 教科教育学 95   

法学 18 数学 31 生活科学 74 教職に関する

科目 

96   

③水準 

番号 水準 説明 学校教育課程 地域文化学科 

2 基礎 中核的水準の前段階として学ぶ基礎的水準 専門基礎科目、基盤科目 専門基礎科目、基盤科目 

基幹科目※注 

3 中核 専門分野の中核的水準 基幹科目（教科教育学・

教科専門）※注 実践科

目 

特定領域科目 

4 発展 中核的水準より発展的な水準 発展科目 発展科目 

注：学校教育課程と地域文化学科において、カリキュラムの構造が異なるため、「基幹科目」の水準が異なっている。 
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資料２－31: ＧＰＡ（Grade Point Average）に関する内規 

ＧＰＡ(Grade Point Average)に関する内規 

学生指導に役立てるため，ＧＰＡについて以下のように定める。 
１．履修者の成績評語に対して以下のＧＰ（Grade Point）をあて，加重平均してＧＰＡを 算出する。 
 Ｓ（  90点以上   ）：４ポイント 
 Ａ（80点以上90点未満）：３ポイント 
 Ｂ（70点以上80点未満）：２ポイント 
 Ｃ（60点以上70点未満）：１ポイント 
 Ｄ（    60点未満    ）：０ポイント 
※100点満点換算 
 
２．クラスＧＰＡについて 
 クラスＧＰＡは 

｛（Ｓ修得者数×４）＋（Ａ修得者数×３）＋（Ｂ修得者数×２）＋（Ｃ修得者数×１）｝ 
（履修登録者数） 

で算出する。ただし，以下の科目については算出しない。 
 ①成績が可か不可かの二択に近く，主に学外で行われる実習系の科目（別表１） 
 ②受講生数が５名以下の授業 
 
３．学生ＧＰＡについて 
 学生ＧＰＡは 

｛(Ｓ修得単位数×４)＋(Ａ修得単位数×３)＋(Ｂ修得単位数×２)＋(Ｃ修得単位数×１)｝ 
（履修登録した科目の総単位数） 

で算出し，通算ＧＰＡと学期ＧＰＡの二種類を学生本人に通知する。ただし，前項①の科目は除外する。 
 また，以下の科目についても除外する。 
  ③入学・編入学･転入学前に修得した単位認定科目 
 ④他大学との単位互換等で修得した科目 
 
４．履修登録変更期間について 
  履修登録期間後約一月が過ぎた時点で学生が履修登録を変更できる期間を設ける。 
 
５．追試験等について 
  病気等のやむを得ない理由で試験等を受けられなかった学生については，可能な範囲で追試験などの機会を与えるもの

とする。 
  
６．放棄の扱いについて 
  試験を受けない，レポートを出さないなど，成績評価を受けなかった学生については，Ｄ評価とする。学生が成績評価

を正当な理由なく受けなかった場合には追試験などの機会は与えない。 
 病気等のやむを得ない理由で成績評価を受けられなかった学生については，学務担当宛に理由を付して放棄を申請でき

るものとする。教務学生委員会が担当教員に確認の上，妥当と判断した場合，放棄として認定する。放棄と認定された場

合は，当該科目をＧＰＡ算出の対象から除くこととする。 
 
７．不合格科目の再履修について 
 不合格科目を再履修して合格した場合，当該科目の過去の成績については通算の学生ＧＰＡの算出から除外する。ただ

し，過去に計算された当該学期の学生ＧＰＡの値は変更しない。 
 
８．成績基準及び成績分布の適正化について 
 成績評価はシラバスに設定された目標を基準として行い，Ｂを標準とする。ＳやＡ，ないしＣやＤが多すぎる場合，担

当教員は授業の目標や内容の難易度を調整することが望ましい。ＳとＤはそれぞれ全体の３０％以下に抑えることが望ま

しい。 
 ＧＰＡの妥当性を高めるため，ＦＤ活動などを通じて，成績基準や成績分布の適正化に努める。 
 
９．ＧＰＡの活用について 
 学生の通算ＧＰＡ及び学期ＧＰＡは成績表に記載するが，成績証明書等の書類には，学生からの要望があった場合以外

には記載しない。 
 ＧＰＡは，学生ＧＰＡが一定水準以下の学生に対して学習指導等を行うことや，科目間のクラスＧＰＡのばらつきを緩

和することに利用するが，それ以外の用途については引き続き検討する。 
別表１（第２項①による除外科目） 
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                          （出典：ＧＰＡ（Grade Point Average）に関する内規） 

 

資料２－32: キャリアポートフォリオ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：地域文化学科キャリアポートフォリオ) 

 

２．単位取得・成績等 

単位の実質化に向けて、年間の取得単位の上限設定、卒業までの取得単位数と平均評定

値の関連性などについても継続的にデータを集めており、その妥当性についての検証を行

なっている（資料２－33）が、卒業までの修得単位数の平均は 150 単位弱、ＧＰＡの平均

は 2.5 弱と、妥当な水準を維持している。なお、留年率・休学率には、留学を理由とした

ものも含まれているため（平成 22～27 年度の休学者は平均 28.5 人、うち留学が理由は 7.0

人）一概に論じることはできないが、平成 25 年度以降は標準修業年限卒業率が 90％以上と

なっている（資料２－34）。なお、平成 26 年度改組に際して提携校への留学については、

単位互換の範囲を拡大、留学による留年の解消に努めている。 

教育実習 

教育実地研究 

保育実習 

教育福祉実習 

特別支援学校教育実習 

障害児教育・福祉制度実習 

企業・行政研修 

人間環境学体験実習 

卒業研究 

  附 則 

 この内規は，平成 26 年４月１日から実施する。 
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資料２－33：単位実質化に向けたデータ検証（卒業時） 

   （出典：総合学務課調査） 

 

資料２－34：留年率：休学率：退学率の推移 

    ※留年・休学については留学による者を含む（出典：平成 27 年度版秋田大学基本データ） 

 

３．資格取得状況 

平成 26 年度に学部改組がなされたが、平成 27 年度までは４課程体制のもとでの数値と

なる（資料２－35）。義務教育教員養成を主目的とする学校教教育課程（定員 100 名）では、

小学校教諭一種と中学校教諭一種の免許をあわせて取得する学生が９割程度となっている。

発達科学選修（定員 20名）では、幼稚園教諭と保育士免許の取得が可能となっており、教

員養成という学部の目的を果たしている。地域科学課程および国際言語文化課程では１～

２割程度、人間環境課程では５割を超える学生が高等学校教諭一種免許状を取得しており、

特に人間環境課程は実際に教員を志望・採用される学生も多かった。しかし平成 26年度の

学部改組により、教員養成は学校教育課程に集約・整理している。 

また、教員免許状以外の取得可能な資格としては、社会教育主事等がある（資料２-36）。 

 

資料２－35：教員免許状等取得状況 

（出典：総合学務課調査） 

 

資料２－36：卒業により取得につながる主な資格（教員免許状以外） 

（出典：取得できる免許・資格 http://www.akita-u.ac.jp/eduhuman/department/dept_license.html） 

年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

ＧＰＡ平均値 2.51 2.47 2.48 2.47 2.43 2.44 

習得単位数の平均値 147.99 150.88 148.79 149.77 146.40 147.02 

教育文化学部 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

留年率 3.9% 3.3% 5.4% 5.9% 6.3% 7.6% 

休学率 2.3% 1.7% 2.4% 2.4% 2.1% 2.6% 

退学率（４年内) 2.9% 1.6% 1.7% 2.3% 1.3% 1.6% 

標準修業年限卒業率 87.6% 87.6% 85.5% 91.6% 93.0% 91.5% 

 
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 総計 

高等学校教諭一種免許状 111 130 118 122 116 111 597 

小学校教諭一種免許状 97 90 85 93 86 96 451 

小学校教諭二種免許状 13 13 13 13 13 6 65 

中学校教諭一種免許状 112 126 119 107 108 114 572 

中学校教諭二種免許状 3 3 1 4 2 2 13 

特別支援学校教諭一種免許状 31 37 24 27 37 25 156 

特別支援学校教諭二種免許状 7 4 5 6 - - 22 

幼稚園教諭一種免許状 16 21 11 19 16 17 83 

幼稚園教諭二種免許状 - 1 4 - - - 5 

保育士資格 16 19 15 19 17    18 104 

総計 406 444 395 410 395 389 2,439 

所定の科目・単位を修得し、卒業後所定の実務経験を経ることにより 

得ることができる資格 

社会教育主事 

 

所定の科目・単位を修得することにより、資格取得要件の一部を満たす資格 学校図書館司書教諭 

所定の科目・単位を修得することにより申請資格を得ることができる資格 認定心理士 

所定の授業科目を修得し、申請することで資格取得又は講習会の 

受講が免除される 

日本体育協会公認 

スポーツ指導者 
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４．学業の成果の達成度・満足度に係る調査 

授業アンケート（再掲資料２－10）や、卒業研究提出時に４年間の教育を振り返るアン

ケート調査（再掲資料２－12）を実施、学生の満足度の把握や、課題についての把握に努

めている。授業アンケートからは、学生が授業をかなり高く評価していること、自身が到

達目標をおおむね達成していると感じていることがわかる。また、卒業時アンケートでは、

カリキュラムの妥当性、入学時の期待との合致、教員の熱意、教育実習への満足度などで

高い評価結果が得られている（資料２－37、38）。 

 

資料２－37:授業アンケート集計結果（５段階評価の平均値） 

 平成 24 年度 平成 25 年度 

【1】シラバスの有効性 3.95 3.97 

【2】説明のわかりやすさ 4.30 4.29 

【3】授業の工夫 4.22 4.30 

【4】評価基準の明確さ 4.13 4.20 

【5】達成度（学生の自己評価） 3.83 3.89 

（出典：「授業評価結果報告」より項目・数値を抽出） 

 

資料２－38:卒業時アンケート集計結果（肯定的評価［４段階の上位２段階］の割合） 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

カリキュラムが人材養成の目標に合致していたか 90.8％ 86.8％ 88.0％ 

入学時に期待した教育内容と合致していたか 80.7％ 86.8％ 79.0％ 

教員は熱意を持って指導していたか 95.0％ 94.4％ 96.0％ 

教育実習は満足いく内容だったか （未調査） 94.0％ 97.7％ 

（出典：「卒業時アンケート集計結果」より項目・数値を抽出） 

 

(水準) 期待される水準にある 

 

(判断理由) 成績評価基準の統一を伴うＧＰＡや、ナンバリングの導入など、学業成果の

検証体制が適切に構築されており、修得単位数やＧＰＡの平均値も妥当な水準を維持して

いる。 

また、専門教育に関する授業アンケートからは、「わかりやすさ」や「授業の工夫」に関

する質問項目で高い評価が得られており、卒業時アンケートでも、カリキュラムの適正さ

や教育内容（教育実習を含む）に対する満足度に関する質問項目で８～９割程度の満足度

が得られている。 

さらに、「教職ポートフォリオ」「キャリアポートフォリオ」が導入され、学生の状態を

細かく把握しながらの指導が行なわれている。 

教員免許・保育士資格の取得状況も順調で、教員養成という学部の目的が十分に達成さ

れている。 

以上のことから、期待される水準にあると判断する。 

 

観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

 

１．進路・就職状況 

キャリア委員会が中心となり、就職情報室と連携しながら進路選択・就職活動等を支援

しており、就職率は一貫して９割台を維持している（資料２－39～41）。 
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資料２－39：進路状況 

（出典：秋田大学概要） 

 

資料２－40:就職状況（産業別） 

※学校教育は教員以外を含む                               （出典：秋田大学概要） 

 

資料２-41 主な就職先（企業名等） 

(出典：教育文化学概要) 

 

教員採用率は全国的に見ても低い水準にあり、長年の課題であったが、教育実習プログ

ラムの改善を始めとした教員養成に係る様々な取組により、平成 24 年度以降は大きく改善

しており、平成 27年度には 67.3%まで上昇した（資料２－42）。 

 

  

 卒業者数 進学者数 
就職者数 

その他 未就職者 就職率 
県内 県外 

平成 22 年度 301 26 
239 

21 15 94.1％ 
129 110 

平成 23 年度 299 21 
228 

29 21 91.6％ 
124 104 

平成 24 年度 283 18 
236 

22 ７ 97.1％ 
102 134 

平成 25 年度 309 15 
261 

23 10 96.3％ 
129 132 

平成 26 年度 299 15 
260 

20 ４ 98.5％ 
125 135 

平成 27 年度 302 13 
270 

13 6 97.8% 
135 135 

 建
設
業 

製
造
業 

電
気
・
ガ
ス
等 

情
報
通
信
業 

運
輸
・
郵
便
業 

卸
・
小
売
業 

金
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・
保
険
業 

不
動
産
業 
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研
究
・
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門
技
術
サ
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ス 

宿
泊
・
飲
食
業 

医
療
・
福
祉 

学
校
教
育
※ 

教
育
学
習
支
援
業 

複
合
サ
ー
ビ
ス
業 

サ
ー
ビ
ス
業 

公
務
員 

就
職
者
合
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平成 22 年度 1 4 1 16 5 22 29 2 0 6 15 73 5 6 17 37 239 

平成 23 年度 1 7 0 8 6 16 19 1 0 2 21 73 5 6 17 46 228 

平成 24 年度 4 4 0 10 7 21 20 0 0 4 14 87 6 3 19 37 236 

平成 25 年度 8 7 0 13 7 27 13 0 0 7 11 90 6 2 21 49 261 

平成 26 年度 4 5 1 12 10 18 23 2 0 8 10 89 1 3 18 56 260 

平成 27 年度 3 6 0 14 12 16 27 0 1 4 8 107 6 3 13 50 270 

秋田銀行、損保ジャパン、秋田県信用組合、農林中央金庫、羽後信用金庫、東日本旅客鉄道、第一生命保険秋田支社、

北都銀行、秋田魁新報社、秋田放送、ヤマダフーズ、日本赤十字秋田看護大学、荘内銀行、全日本空輸、日本通運、ヤ

マト運輸、ＪＴＢ首都圏、ＮＴＴデータソウトウエア、ジャパンネット、三井住友銀行、山形銀行、楽天野球団 
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資料２－42：教員採用率 

      （出典：教育文化学部調査） 

 

２．卒業生・就職先アンケート 

平成 27 年度に、卒業生および卒業生の就職先（過去５年間に２名以上が採用されている

組織）に対して、教育成果に関するアンケート調査を行なった（資料２－43）。 

 

資料２－43: 教育成果に関するアンケート調査票（就職先事業所用） 

第２期中期目標期間（平成 22 年度～27 年度）における 

 

秋田大学教育文化学部の教育成果に関するアンケート調査票（就職先事業所用） 

【調査の目的】 

 このアンケート調査は，秋田大学教育文化学部の学部教育（学士課程）における教育成果に対して，卒業生を受け入れて

くださっている事業所（学校・病院・会社・行政機関など）がどのような意識を持っているのかを把握・分析し，その結果

を踏まえて教育課程の編成，授業方法の改善・充実に反映させることを目的として実施するものです。 

【回答方法】 

・選択項目については，該当する番号や項目等を○で囲んでください。 

・記述項目については，記述欄にご自由にお書きください。記述欄が不足の場合は，適宜余白をお使いください。 

 

Ⅰ．秋田大学教育文化学部の学位授与方針※についておたずねします。 

（学位授与方針については，以下をご参照ください。） 

※学位授与方針(ディプロマ・ポリシー)･･･学位授与に関する基本的な方針で，学生が卒業・修了するまでにどのような知能・

技能・態度を習得すべきかを明文化したものです。 

 

秋田大学教育文化学部学位授与方針（ディプロマ・ポリシー） 

 1 人間発達を中核として、幅広い諸科学の基礎的な体系を理解している。 

 2 学校教育、地域科学、国際言語文化、人間環境に関する専門的知識を有している。 

 3 日本語や他の言語を適切に運用する能力を有している。 

 4 さまざまな人々と協働するためのコミュニケーション能力を有している。 

 5 さまざまな情報を適切に収集し、科学的・批判的に分析・処理し、創造的に発信する能力を有している。 

 6 得られた知識、情報を活用し、人間存在をめぐる現代的課題を総合的、多面的に探求することができる。 

 7  人権が尊重され、平和で民主的、かつ持続可能な社会の進展のために、自らの知識、能力を活用し、人々と協力しなが

ら主体的に行動する。 

 8  生涯にわたって主体的に学び続け、専門的な知の継承・発展・創造に寄与しようとする。 

 9  地域社会の風土や文化を理解し、新たな生活文化の創造を主体的に担おうとする。 

10  社会人として、また専門的職業人としての高い倫理観、使命感、責任感を持って行動できる。 

 

問１：学位授与方針についてどのように思われますか。 

次の（１）～（４）それぞれについて回答の選択肢の中から最も近いものに○を付けてください。また，その他にお感じのこと

があれば，記述欄にご自由にお書きください。 

 ① ①非常に

そう思う 

② そう

思う 

③ 普通であ

る 

④ あまりそ

う思わな

い 

⑤そう思わ

ない 

(1)実現性がある １ ２ ３ ４ ５ 

(2)わかりやすい １ ２ ３ ４ ５ 

年度 平成 22 平成 23  平成 24 平成 25 平成 26 平成 27 

学校教育課程(教員養成課程) 44.5% 41.7% 56.7% 59.0% 58.2% 67.3% 

秋田県内教諭＋講師（教諭） 29（7）名 28（9）名 38（5）名 39（9）名 38（16）名 46（16）名 

秋田県教員採用数（養護・栄養教諭を除く） 72 名 89 名 99 名 126 名 116 名 114 名 
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(3)あなたの事業所のニーズに合致している １ ２ ３ ４ ５ 

(4)地域のニーズに合致している １ ２ ３ ４ ５ 

（学位授与方針についてお感じのことがあればお書きください） 

（記述欄） 

 

Ⅱ．あなたの事業所に勤務している秋田大学教育文化学部の卒業生（特に，平成 23 年 3月～26 年 3月に卒業した者）につい

ておたずねします。 

 

問２：あなたの事業所に勤務する秋田大学教育文化学部の卒業生について，日頃どのように感じているかをおたずねします。そ

れぞれの能力・知識を卒業生が有しているかについて，回答の選択肢の中から最も近いものに○を付けてください。 

 ⑤ ①非常に

そう思う 

⑥ そう思

う 

⑦ 普通で

ある 

⑧ あまりそう

思わない 

⑤そう思

わない 

(1)幅広い教養 １ ２ ３ ４ ５ 

(2)常に新しい知識・技術を吸収しようとする向上心 １ ２ ３ ４ ５ 

(3)外国語運用能力 １ ２ ３ ４ ５ 

(4)専門的能力 １ ２ ３ ４ ５ 

(5)専門分野以外の課題にも柔軟に対応するこ

とが出来る応用力 

１ ２ ３ ４ ５ 

(6)独創性 １ ２ ３ ４ ５ 

(7)課題を的確に解決することが出来る課題解

決力 

１ ２ ３ ４ ５ 

(8)組織の中での自分の役割を認識し，的確な

振る舞いが出来る組織的行動力 

１ ２ ３ ４ ５ 

(9)自分の意見を的確に伝えたり，相手の話を

聞いたり理解するコミュニケーション能力 

１ ２ ３ ４ ５ 

(10)高度な倫理性 １ ２ ３ ４ ５ 

問３：秋田大学教育文化学部の卒業生はどのような良い点がありますか。お気づきのことがございましたらご自由にお書きくだ

さい。 

（記述欄） 

 

 

問４：秋田大学教育文化学部を卒業し，あなたの事業所に就職する者について，どのようなことを在学中に身につけておいてほ

しいと思いますか。次の（１）～（10）それぞれについて回答の選択肢の中から最も近いものに○を付けてください。また，こ

れら以外に在学中に特に身につけておいてほしいことがございましたら，記述欄にご自由にお書きください。 

 ⑨ ①非常に

そう思う 

⑩ そう思

う 

⑪ 普通で

ある 

⑫ あまりそう

思わない 

⑤そう思

わない 

(1)幅広い教養 １ ２ ３ ４ ５ 

(2)向上心 １ ２ ３ ４ ５ 

(3)外国語運用能力 １ ２ ３ ４ ５ 

(4)専門的能力 １ ２ ３ ４ ５ 

(5)応用力 １ ２ ３ ４ ５ 

(6)独創性 １ ２ ３ ４ ５ 

(7)課題解決力 １ ２ ３ ４ ５ 

(8)組織的行動力 １ ２ ３ ４ ５ 

(9)コミュニケーション能力 １ ２ ３ ４ ５ 

(10)高度な倫理性 １ ２ ３ ４ ５ 

（上記以外に，在学中に特に身につけておいてほしいことがございましたらお書きください） 

（記述欄） 
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Ⅲ．事業所として，秋田大学教育文化学部にお感じになっていることについておたずねします。 

 

問５：秋田大学教育文化学部は，あなたの事業所（あるいは業種）として求める人材を養成していると思いますか。該当するも

のを１つ選択してください。また，具体的にご意見がございましたら，記述欄にお書きください。 

（１）非常にそう思う （２）そう思う  （３）あまりそう思わない  （４）そう思わない 

（記述欄） 

 

問６：あなたの事業所において，今後秋田大学教育文化学部の卒業生を積極的に採用したいと思いますか。該当するものを１つ

選択してください。また，具体的にご意見がございましたら，記述欄にお書きください。 

（１）非常にそう思う （２）そう思う （３）あまりそう思わない （４）そう思わない 

 

（記述欄） 

問７：貴事業所の業種について，該当するものを１つ選択してください。 

①農業，  ②林業，  ③漁業 ， ④鉱業，  ⑤建設業，  ⑥製造業， ⑦電気・ガス・熱供給・水道業，⑧情報通信業，

⑨運輸業，  ⑩卸売・小売業， ⑪金融・保険業，  ⑫不動産業，  ⑬飲食店・宿泊業，⑭医療・福祉， ⑮教育・学習支

援業， ⑯複合サービス業， ⑰サービス業（他に分類されないもの），⑱公務（他に分類されないもの）， 

⑲その他（                ） 

 

問８：差し支えなければ，事業所におけるあなたの職位についてお教えください。 

アンケート回答者の職位：（                ） 

※秋田大学や大学教育全般，あるいはこの調査についてのご意見・ご感想などがございましたら，ご自由にお書きください。本

学の将来設計を考える際の参考とさせていただきたいと思います。 

（記述欄） 

ご協力，ありがとうございました。最後に，この調査票の記入日をお書きください。 

記入日 → 平成 27 年（    ）月（    ）日 

(出典：教育文化学部調査) 

 

51 団体からの回答結果を分析すると、８割以上の企業等が求めている能力・資質として

は（１）幅広い教養、（２）向上心、（５）応用力、（７）課題解決能力、（８）組織的行動

力、（９）コミュニケーション能力、（10）高度な倫理性等が挙げられる。これらの項目に

関して、５段階評価で上位２段階の評価が、（１）51.0％、（２）66.7％、（５）49.0％、（７）

51.0％、（８）66.7％、（９）68.6％という結果を得ている。 

また、本学部が求める人材を養成しているかという問に対しては 94％、本学部の学生を

積極的に採用したいかという問に対しては 90％の企業が、肯定的な評価を下している（資

料２－44）。  
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資料２－44：企業アンケート集計結果 
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問４ 在学中に身につけて欲しい項目 

1 非常にそう思う 2 そう思う  

3 普通である 4 あまりそう思わない 

5 そう思わない 0 無回答 
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問２ 卒業生の能力・知識について 

1 非常にそう思う 2 そう思う  

3 普通である 4 あまりそう思わない 

5 そう思わない 0 無回答 
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（出典：教育文化学部調査） 

 

(水準) 期待される水準を上回る 

 

(判断理由) 平成 23 年度を底に、教員採用率が大きく改善され、平成 27 年度は前年度の

全国平均を上回る水準まで到達している。これは、カリキュラムや教育内容の改善、指導

体制の充実を図ってきたことによる成果と考えられる。 

また、就職率も、平成 23 年度を底として、以後は 95％を超える高い水準を維持している。 

さらに、就職先を対象としたアンケートからも、卒業生が一定程度以上の評価を得てい

ることがわかる。 

以上のことから、期待される水準を上回ると判断した。 

 

8% 

86% 

2% 0% 4% 

問５ 秋田大学教育文化学部は、あなたの事業所（あるいは

業種）として求める人材を養成していると思いますか。 

1 非常にそう思う  

2 そう思う   

3 あまりそう思わない  

4 そう思わない 

5 無回答 

29% 

61% 

2% 
2% 6% 

問６ あなたの事業所において、今後秋田大学教育文化学部の

卒業生を積極的に採用したいと思いますか。 

1 非常にそう思う  

2 そう思う   

3 あまりそう思わない  

4 そう思わない 

5 無回答 



秋田大学教育文化学部 

－2-30－ 

Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

教員養成に関しては、第１期と比べて、教育実習内容の改善、教育実習以外の実習科

目の導入、教職ポートフォリオの導入、実務家教員による指導体制の強化などが実現さ

れており、その成果は教員採用率にも表れている。また、平成 26年度の学部改組により、

教員養成とそれ以外とのカリキュラム体系が明確に区別された。それによって、それぞ

れの人材養成目的に即した実習系の科目が導入・強化され、教員養成以外の分野でも実

務家を採用するなど、実践力の向上が図られている点も、第１期からの大きな改善点と

いえる。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

第１期に比べ、教員採用率が大幅に向上している。これは、カリキュラム改革、教育

実習等の実習内容の改善や実務家の採用による実践的な指導強化の成果と考えられる。

なお、平成 26年度の改組で発足した地域文化学科においても、地域と連携した実習が導

入されるなど、実践力向上が図られており、その成果が期待できる。就職率は一貫して

高い水準を保っており、教育成果が一定以上の水準にあることを示している。就職先へ

のアンケート結果も、採用された人材が水準を十分に満たしていることを示しており、

教育成果を裏付けている。 
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Ⅰ 教育学研究科の教育目的と特徴 
 

１．教育学研究科の教育目的 

教育学研究科の教育目的については、教育学研究科規程に定めている（資料３－１）。 

 

資料３－１：教育学研究科の目的 

（出典：教育学研究科規程） 

 

本研究科は、北東北において教育職の高度な専門教育を求める学生に対し、より高い水

準の継続教育の機会を与えてきており、その成果は地域社会の教育水準の向上に寄与して

きた。同時に現職教員の再教育の機会を提供し、専門的・実践的な資質向上に大きく貢献

してきた。 

 

２．特徴 

本研究科修了者は秋田県内の学校教育現場や教育委員会等で指導的な役割を果たしてお

り、そのネットワークは設置後 20年近くが経過した今、大きな広がりを見せている。 

秋田県の教育界においては、平成 20年代中頃からベテラン教員の大量退職時代を迎えて

おり、全国トップレベルの学力を支えていた教育現場における「実践知の伝承」が大きな

課題となっているが、その解決についても本研究科は大きな役割を果たしてきた。 

このように、秋田県の教育界への優れた人材供給や、教育委員会との密接な関係が設置

以来持続していること、地域教育の課題解決への貢献等、地域に根差した教員養成系大学

院であるということが本研究科の特徴であると言える。 

さらに、より高い実践力を有する教員を求める学校現場からの声、これまで以上に現職

教員の研修機能の強化を求める教育委員会などからの声を受けて、本研究科では教職大学

院の平成 28 年度開設にむけて準備を進めており、これにあわせて従来の組織について、そ

の役割を含めた全面的な見直しを行なっている。 

 

[想定する関係者とその期待] 

想定する関係者としては、本研究科に入学を志望する大学生、現職教員、在学生、学校

現場・教育委員会等を含む秋田県の教育界が挙げられる。 

こうした関係者の期待として想定されるのは以下の通りである。 

１）将来の夢をかなえる希望が持てる教育システムや研究、修学に適した環境 

２）現場での課題の解決方法を模索しうる高度な専門性に裏付けられた教育・研究シス

テムと、就学に適した環境 

３）大学院在籍中に得た専門分野の知識や研究に対する姿勢が、実際の教育現場の運営

に役立つこと 

４）現職教員への研修機能・再教育機能を含め、高度な専門性と実践力を備えた質の高

い優れた教員を養成すること 

 

 

（目的） 

第２条 研究科は、児童・生徒の発達と学習及び教育科学をはじめとする諸科学分野に関する専門的知識の修得並

びに高度の教育実践能力と研究能力の涵養とによって、21 世紀の初等中等教育を担う、優れて質の高い教員の養成

を目的とする。 
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Ⅱ 「教育の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制  

(観点に係る状況) 

 

１．教育研究組織及び教員 

教育学研究科は、学校教育・教科教育の２専攻からなり、学校教育専攻は２専修、教科教育専攻は

各教科に分かれた９専修から構成されている（資料３－２）。なお、平成 28年度に教職大学院開設を

予定し、既存の教育学研究科の組織や規模の全面的な見直しが計画された（資料３－３）。 

大学院課程に配置されている教員については、平成 27 年５月１日時点において、教職大学院設置

準備のため研究者教員から実務家教員への切り替えを行なったために、一部の教科において、研究指

導教員、研究指導補助教員及びその総数が大学院設置基準に定める基準数を満たせない状態だった

（資料３－４）。しかし、教職大学院の設置に伴い、既存の教科教育専攻が廃止されたことにより現

在では解消している。また、不足が解消する以前も、教育上必要な部分については非常勤講師の手当

などを行ない、支障のないよう配慮した。 

 

資料３－２：大学院教育学研究科の構成 

専 攻 名 専 修 名 入学定員 収容定員 

学校教育専攻 学校教育、心理教育実践 13 26 

教科教育専攻 
国語教育、社会科教育、数学教育、理科教育、音楽教育 

美術教育、保健体育、家政教育、英語教育 
31 62 

（出典：大学院学則） 

 
資料３－３：教職大学院設置に伴う組織移行図 

学校教育専攻 

（13名） 

学校教育専修  

心理教育実践専修  教職実践専攻 

【専門職学位課程】 

（20名） 

学校マネジメント 

コース 教科教育専攻 

（31名） 

国語教育専修 

社会科教育専修 カリキュラム・ 

授業開発コース 数学教育専修 

理科教育専修 発達教育・ 

特別支援教育コース 音楽教育専修 

美術教育専修 心理教育実践専攻 

（6名） 
心理教育実践コース 

保健体育選修 

家庭科教育専修 

英語教育専修 

（出典：教育学研究科作成） 
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資料３－４：教育学研究科専任教員組織の構成と配置［単位：人］（平成 27 年５月１日現在） 

専  攻 

大学院指導教員数 大学院設置基準必要教員数 

研究 

指導 

教員 

 

研究

指導 

補助

教員 

計 

研究 

指導 

教員 

 

研究

指導 

補助

教員 

計 
うち 

教授

数 

うち

教授

数 

 

学校教育専攻 12 10 7 19 7 5 5 12 

教
科
教
育
専
攻 

国語教育専修 4 4 1 5 4 3 3 7 

社会科教育専修 7 7 12 19 6 4 6 12 

数学教育専修 5 4 5 10 4 3 3 7 

理科教育専修 4 4 5 9 6 4 6 12 

音楽教育専修 2 1 3 5 4 3 3 7 

美術教育専修 4 3 1 5 4 3 3 7 

保健体育専修 5 5 2 7 4 3 3 7 

家政教育専修 3 2 2 5 4 3 3 7 

英語教育専修 8 7 3 11 3 2 2 5 

合  計 54 47 41 95 46 33 37 83 

             （出典：総合学務課作成） 

 

２．組織体制及び改善体制 

大学院教育に関する実施・改善は、従来は学務委員会が全てを担ってきた。しかし、「「ま

なびの総合エリア」を養成・研修拠点とした統合型教員養成」及び「“教員養成秋田モデル”

発信プロジェクト」が開始されたことで体制の見直しが必要となった。 

これらのプロジェクトは、いずれも教員養成と研修を一体的に捉え、附属学校園を中心

的な実践・研修の場として、学部と大学院、現職教員をクロスオーバーさせながら事業を

展開させることを基本理念としている。そのため、附属学校園での実習等を含め、学部・

大学院のカリキュラムの緊密な連携が重要となる。 

そこで平成 26年度の学部改組を機に、教育文化学部と教育学研究科の教育全体を統括的

に運用・改善していく組織として、教育担当副学部長を議長とした教育企画会議を立ちあ

げ、そのもとに大学院の教育プログラム運用組織である学務委員会を配置、学部と大学院

の教育が一体的に運用・改善されていくように整備した。 

教育企画会議のもとには教育全体の改善を担う教育改善推進委員会や、教育に学生の意

見を反映するため学生代表（院生を含む）を交えた学生協議会（議長は教育担当副学部長）

を設置し、学修者の視点を含んだ教育改善に取り組んでいる。 

また、前記プログラムの開始と連動して、秋田県教育委員会・秋田市教育委員会との連

携を強化した。平成 23年度には協議の場として教師力向上協議会を設置、平成 24年度に

は連携協定を締結し、定期的に教職大学院設置に向けた議論や、大学院での実習科目の実

施などについて協議を行なってきている。 

 

３．入学者選抜及 

入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー）には、学生に求める資質を次のように

定め、それに即した入学者選抜を実施している（資料３－５、６）。 
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資料３－５：教育学研究科 アドミッション・ポリシー 

（出典：教育学研究科平成 27年度履修案内） 

 

資料３－６：入学選抜の体制 

（出典：教育学研究科学務委員会要項） 

 

４．定員充足率の改善 

平成 22～27 年度までの定員の充足率は 80％未満で推移し、現在大きな課題となっている

（資料３－７、８）。 

最大の要因は、平成 10 年度の学部改組によって、教員養成課程が 240 名から 100 名に縮

小されたにもかかわらず、教育学研究科の学生定員 44 名を削減しなかったことにある。他

大学と比較しても、学部に対し院の定員比率がかなり大きくなっている。 

定員充足率改善のため、現職教員や留学生を積極的に入れている他、教員免許を持たない

学生、あるいは免許種を追加したい学生のために、学部の授業の聴講・単位取得についての

授業料を免除する教職チャレンジ制度を設けている（資料３－９）。充足率に限らず、卒業

後に教員を目指す社会人の再教育機能も視野に入れた制度となっている。 

また、平成 28 年度に設置した教職実践専攻（教職大学院）には、秋田県教育委員会から

計 10名の派遣が確約されており、定員問題を解消しうると考えている。 

 

資料３－７：入学者数の推移               ［単位：人］ 

（出典：総合学務課） 

  

１．教育に対する使命感と熱意を持ち、高度な学識と専門性及び実践力を持った教育指導者となることを志向する人 

２．更なる高度な知識と教育・指導・マネジメント能力を身につけようとする現職教員 

３．広い視野に立って精深な学識を身につけ、専攻分野における研究能力あるいは高度の専門性を有する職業等に必

要な能力を修得しようとする人 

４．国際的視野と志を持った人 

(所掌事項) 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項を協議し、研究科専修主任会議(以下「専修主任会議」という。)の議を経

て、研究科委員会の審議に付すものとする。 

(1) 合格者の選考方針、選考基準に関すること。 

(2) 合格者の選考に関すること。 

(3) 修了者の判定に関すること。 

(4) 学生の懲戒に関すること。 

(5) 学生の除籍に関すること。 

(6) 転入学、再入学に関すること。 

(7) その他、専修主任会議の議を経て、研究科委員会の審議に付すことが必要と認められること。 

 
入学

定員 
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

学校教育専攻 13 12 11 17 11 10 9 

教科教育専攻 31 15 23 18 16 21 17 

合計 44 27 34 35 27 31 26 

定員比(%)  61.4 77.3 79.5 61.4 70.5 59.1 

現職教員入学者数  7 5 7 4 5 6 

留学生入学者数  0 2 0 0 2 0 
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資料３－８：学生定員と現員（平成27年５月１日現在）        ［単位：人］ 

 入学定員 収容定員 
現員 

計 定員充足率 
１年次生 ２年次生 

学校教育専攻 13 26 9 11 20 76.9% 

教科教育専攻 31 62 17 27 44 70.9% 

合計 44 88 26 38 64 72.7% 

（出典：秋田大学基本データ） 

 

資料３－９：教職チャレンジ制度利用者の推移           ［単位：人］ 

     （出典：総合学務課作成） 

 

(水準) 期待される水準にある 

 

(判断理由) 全国学力調査で長年トップクラスの実績を維持している秋田の教育力を、秋田

県や秋田市の教育委員会と連携して次世代に継承していこうとするプロジェクト、教員養成

と教員研修を一体的に捉えた試みは、教育改革の秋田モデルとして評価できる。また、教育

委員会との連携も密接かつ活発である。 

入学者定員未充足について大きな課題を残しているものの、28 年度の教職大学院設置に

よって解消されている。 

 

観点 教育内容・方法 

(観点に係る状況) 

 

１．教育課程の編成 

授与する学位及びその基準、教育の目的を踏まえて教育課程編成方針を定め、体系的に

授業科目を開設・編成している（資料３－10、11）。 

 
資料３－10：学位授与方針（ディプロマ・ポリシー） 

１．教育科学等の諸理論を習得するとともに、専門領域に関する高度な研究能力を身につけている。 

２．学校における実践知の継承・発展を可能にする高度な専門性と実践力を有している。 

３．継続的に自己研鑽に励み、学校教育の諸問題に主体的に取り組む意欲と態度を有している。 

４．また、専攻の教育課程により、学生場身につけるべき学習成果は次のとおりです。 

学校教育専攻 

１．学校教育または心理・発達に関する高度な専門知識を習得している。 

２．学校教育機能を向上させるマネジメント能力を備えている。 

教科教育専攻 

１．教科に関する高度な専門知識を習得している。 

２．卓越した研究能力をもとに、教科指導・授業改善ができる高度な実践力を身につけている。 

（出典：教育学研究科平成 27年度履修案内） 

 

 

 

 

 

 入学定員 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

学校教育専攻 13 0 3 4 2 3 1 

教科教育専攻 31 7 7 6 5 7 6 

合計 44 7 10 10 7 10 7 
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資料３－11：教育課程方針（カリキュラム・ポリシー） 

秋田大学大学院教育学研究科では、次のような方針に基づいて教育課程を編成しています。 

１．教育課程は共通科目・研究方法ゼミ及び専門科目群から構成される。共通科目・研究方法ゼミは全専修の共通カ

リキュラムである。 

専門科目は各専修ごとのくくりで開設され、内容に応じて基盤、発展、フィールドインターンシップ（FIS）型に

区分される。理論と実践・フィールド経験をともに重視した多様かつ体系化されたカリキュラムによって、本研究

科の教育目的を達成する。 

２．共通科目については、学生各人の興味対象・研究テーマに留意しながらも、幅広い視野で学校教育の総合的な理

解が可能となるカリキュラムを提供する。 

３．研究方法ゼミについては、演習を通して問題解決能力、研究遂行能力を培うカリキュラムを提供する。 

４．専門科目については、少人数ゼミナール形式で各教科に関する教育法や専門知識の獲得が出来るカリキュラムを

提供する。 

５．心理教育実践専修については、高度専門職業人としての実践技能と研究に資するカリキュラムを提供する。 

（出典：秋田大学大学院教育学研究科平成 27年度履修案内） 

 

２．教育プログラムの改革 

教員養成に関わるプロジェクトとして、平成 22年度から「「まなびの総合エリア」を養

成・研修拠点とした統合型教員養成」が、平成 24年度から「“教員養成秋田モデル”発信

プロジェクト」が開始された。 

「「まなびの総合エリア」を養成・研修拠点とした統合型教員養成」は、実務家教員と学

部教員の連携により、教員養成と教職研修の垣根を低くした統合型の教員養成を行う組織

場「まなびの総合エリア」を核として、教員養成・現職教員研修のための多様なプロジェ

クトを実施するものである。「まなびの総合エリア」においては、学部学生・大学院生・現

職教員などが直接交流することで、秋田の教員が培ってきた「実践知の伝承」を目指して

いる。 

これを実践力向上に傾斜させながら更に発展させる形で、平成 24年度には「“教員養成

秋田モデル”発信プロジェクト」を開始した。 

秋田県教育委員会との連携によって、各教育事務所、出張所、秋田県総合教育センター

及び各教育研究団体などの協力のもと、現職教員の優れた教育実践及び授業記録を附属学

校園に集積・データベース化し、教育実習の段階で実習生に提供するとともに、実務家教

員を「教育実習コーディネーター」として配置し、学生の活動を支援しながら実践知の伝

承を図っている（資料３－12）。 

 
資料３－12：大学院教育学研究科における教育改善の経緯 

平成22年度 ・教育文化学部に教育実践研究支援センター設置 

・文部科学省特別経費「「まなびの総合エリア」を養成・研修拠点とした統合型教員養成」プロジェ

クト開始 

平成23年度 ・実習科目「教育実践実習」および省察科目「授業実践研究」を導入 

平成24年度 ・文部科学省特別経費「“教員養成秋田モデル”発信プロジェクト」開始 

・秋田県教育委員会及び秋田市教育委員会との連携協定締結 

平成26年度 ・教育文化学部改組 

・学部・大学院の教育全体を統括する組織「教育企画会議」設置 

平成28年度 ・教育学研究科改組（教職大学院設置） 

（出典：教育文化学部作成） 

 

３．実践力向上の取り組み 

上記プロジェクトと連動させる形で、平成 23年度に実践力向上を目的として、学部の教

育実習に準ずる「教育実践実習」（実習科目）及び「授業実践研究」（省察科目）を開設、

実務家教員や学校現場と連携した実践的な教育を展開している。 
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平成 24年度には、これに加えて「教職総合基礎」「教職発展演習」を開設した。また、

現職教員大学院学生の多くが、教育現場に戻った際に指導的な役割を期待されていること

を踏まえて、若手教員への指導力を養うため、現職教員である院生がストレートマスター

を指導する要素を取り入れた「教職指導実習」「教職指導演習」を開設した。これらの科目

は、いずれも「教えることで学ぶ」（経験知を整理し、指導方法を工夫する）という要素を

取り入れた試みであり、前記プロジェクトの成果を生かしたものとなっている。 

 

(水準) 期待される水準にある 

 

(判断理由) 秋田県教育委員会・秋田市教育委員会との連携強化による実務家教員の配置、

教育実習を含む実践的科目の実施体制の整備、教員養成と教員研修を一体化した教員養成

プログラムの開発等は、秋田県の教育界への波及効果が大いに期待できる試みとして特筆

に値する。 

また、研究に重点を置いた従来型の大学院から、実践力を重視した教職大学院型への動

きを先取りして、実習・省察などをカリキュラムに導入している点、「教えることで学ぶ」

（現職院生による学部卒院生への指導）要素を取り込んだ実践力向上の試みなどは、秋田

県の実践知の継承という面でも高く評価できる。 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

観点 学業の成果  

(観点に係る状況) 

 

１．単位取得・成績等 

修了生の平均修得単位数は 40.14 単位、評定値の平均は 2.94 となっており、おおむね妥

当な水準にあると判断される（資料３－13）。 

 

資料３－13：大学院修了者 年度別の平均取得単位数・平均評定値 

修了年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

修了者数 

平均修得単位数 
38.5 41.13 39.07 43.32 41.25 37.61 

修了者平均評定値 

（ＧＰＡ） 
2.94 2.93 2.95 2.94 2.93 2.93 

  （出典：教育学研究科調査） 

 

２．資格取得状況 

学校教育専攻心理教育実践専修の臨床心理士資格合格率は、平均で９割の水準を維持し

ており、スクールカウンセラーとなり得る臨床心理士養成という目的を十分に果たしてい

る（資料３－14）。 

 

資料３－14：臨床心理士資格合格率 

修了年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

修了者数 8 7 6 9 7 

修了年度受験者数 5 4 6 8 7 

合格者数 5 3 6 6 7 

合格率 100% 75% 100% 75% 100% 

  （出典：教育学研究科調査） 

 

３．学業の成果の達成度・満足度に係る調査 

平成 24 年度から、修了時アンケートを実施している（資料３－15）。 

平成 24 年度の調査において、教育内容がアドミッション・ポリシーにふさわしいかとい

う質問項目では多数がふさわしいと回答している。また、大学院での教育内容については、

「学問・研究の内容を深める上で有効」との回答が 89％となっている。また、修士論文執

筆のための研究指導・教育体制についても 88％が「十分であった」と回答している。 

その一方で、「教員養成、あるいは現職教員の養成として有効であったか」という項目に

ついては少数の同意しか得られておらず、より高度な実践力をもった教員の養成という面

では課題を残している。これについては、平成 28年度の教職大学院設置によって解消を目

指している。 
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資料：３－15：大学院（修了時）評価アンケート 

平成２４年度 大学院評価アンケート 

（論文提出２９名中 ２６名分回収（８９．７％）） 

１．平成２４年度に制定されたアドミッションポリシーでは，「専門性及び実践力を持った教育者」，「高度な知識とマネジメント能

力を身につけようとする現職教員」，「専攻分野における研究能力を修得しようとする人」，「国際的視野と志を持った人」にあ

てはまる人材を受け入れるとなっています。あなたが受けた教育課程が，アドミッションポリシーに照らしてふさわしいものでし

たか。 

 ①ふさわしいものであった  13 
 

      

 ②ふさわしいものではなかった  1        

 ③どちらともいえない 8        

            

            

            

            

２．あなたが受験した際の入学試験は，上記のアドミッションポリシーにふさわしいものとなっていましたか。  

 ①ふさわしいものであった  18   

 ②ふさわしいものではなかった  2  

 ③どちらともいえない 6  

      

      

      

       

３．教育学研究科の教育課程は全体としてあなたにとって有効なものでしたか。 

 ①有効であった 24   

 ②有効でなかった 3  

      

      

      

      

       

①有効であった       

 ⅰ教員養成，あるいは現職教員の 

養成として  
2 

 

 ⅱ学問・研究の内容を深める意味で 22 

 ⅲその他(可能であれば具体的に   0 

      

      

       

(出典：学務委員会) 

(水準) 期待される水準にある 

 

(判断理由) 単位の取得状況・成績等については、十分な水準を満たしている。教育内容

についても、研究機関としては学生の要求には十分に応える水準であることが、アンケー

ト結果からも判断できる。また、臨床心理士の合格率からも、臨床心理士養成機関として

の役割を十分に果たしているといえる。 

ただし、教員としての高度な実践力の涵養という側面に関しては課題を残す結果となっ

ている。なお、この事については、平成 28年度に教職大学院を発足させることでカリキュ

ラムや実習内容を全面的に見直し、課題の克服に努めている。  
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観点 進路・就職の状況  

(観点に係る状況) 

 

１．進路・就職状況 

修了者の就職状況は平均で９割程度の水準を維持している。就職先の県内と県外の比率

は、平成 24 年度以降はおよそ２：１となっており、秋田県に貢献する人材の養成という目

的に関して、十分な水準にあるといえる（資料３－16）。 

 
資料３－16：進路状況                ［単位：人］ 

 修了者数 進学者数 
就職者数 

その他 未就職者 就職率 
県内 県外 

平成 22 年度 30 1 
27 

2 0 90％ 
14 13 

平成 23 年度 24 0 
21 

3 0 88％ 
12 9 

平成 24 年度 29 1 
27 

1 0 93％ 
17 10 

平成 25 年度 34 0 
30 

4 0 88％ 
20 10 

平成 26 年度 24 0 
24 

0 0 100％ 
16 8 

平成 27 年度 31 0 
26 

3 2 84% 
18 8 

（出典：秋田大学概要） 

 

教員採用試験については、臨床心理士養成を主眼とした心理教育実践専修を除くと、平

均で82.5％（現職教員を含む）と高い水準を維持している。平成23・24年度は70％台とや

や低くなっているが、その後は85％程度の水準に回復している。 

また、臨床心理士を志望する学生については、過去６年間の修了時就職者数の平均は7.2

名であり、就職率は95％である。なお、平成22年度に大学院博士課程後期進学に進学した

ものについては就職率の分母から除外している（資料３－17）。 

 

資料３－17：心理教育実践専修 修了者数、修了時就職者数、就職率、及び県内就職者の状況 

 

修了年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

修了者数［人］ 8 7 6 12 7 6 

修了時就職者［人］ 7 6 6 12 7 5 

進学者数［人］ 1 0 0 0 0 0 

就職率［％］ 100% 86% 100% 100% 100% 83% 

県内就職者［人］ 2 2 1 7 4 3 

県内就職率［％］ 29% 29% 17% 58% 57% 50% 

（出典：教育学研究科作成） 

 

２．修了生・就職先アンケート 

平成 27 年度に、修了生および修了生の就職先に対して、教育成果に関するアンケート調

査を行なった（資料３－18、19）。 

就職先の組織が卒業生に在学中に身につけてほしい能力と、組織から卒業生への評価を

比較すると、ポイント的には不十分ながらも、大学での学習がおおむね就職先の求める能
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力に結びついているという傾向が読み取れる（資料３－20）。 

一方、修了生自身の自己評価を見ると、就職先からの評価と若干のずれが見られ、（８）

と（９）の自己評価が低い。これは、大学院の授業の場合、専門分野の細分化から１科目

の受講者が少なく、グループワークなどはほとんど行なわれておらず、組織的行動力やコ

ミュニケーション能力が育成されにくいためと考えられる。しかし教職大学院においては、

教科や専門分野の枠を取り払った授業・指導が行なわれるため、今後大きく改善する見込

みである。 

 

 

資料３－18：修了生への教育成果に関するアンケート調査（質問票） 

 

 

 

 

 

 



秋田大学教育学研究科 分析項目Ⅱ 

－3-13－ 

 

資料３－19：修了生の就職先への教育成果に関するアンケート調査（質問票） 
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資料３－20：修了生・就職先アンケート結果 

 就職先 修了生の 

自己評価 求める能力 評価 

(1)幅広い教養 4.0 3.6 3.9 

(2)常に新しい知識・技術を吸収しようとする向上心 4.7 3.8 4.1 

(3)外国語運用能力 3.1 3.3 2.4 

(4)専門的能力 3.9 3.7 4.5 

(5)専門分野以外の課題にも柔軟に対応することが出来る応用力 4.4 3.7 4.0 

(6)独創性 4.0 3.3 3.7 

(7)課題を的確に解決することが出来る課題解決力 4.7 3.7 4.1 

(8)組織の中での自分の役割を認識し、的確な振る舞いが出来る

組織的行動力 
4.5 3.7 3.5 

(9)自分の意見を的確に伝えたり、相手の話を聞いたり理解する

コミュニケーション能力 
4.7 3.8 3.7 

(10)高度な倫理性 4.3 3.6 3.5 

                         （出典：教育学研究科調査） 

 

(水準) 期待される水準にある 

 

(判断理由) 高度な専門性を持った教員または臨床心理士の養成という目的については、

おおむね達成されており、ことに臨床心理士については高い就職率を維持している。 

教員については就職率に課題があり、実践的な教員としての資質・能力の育成という面

にカリキュラム面での課題を残している。ただし、修了生については、職先からは一定程

度の評価を得ており、実践面の課題についても平成 28 年度からの教職大学院設置によって、

大きく改善することが見込まれる。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
（１）分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

秋田県教育委員会との連携によって、多くの実務家教員の支援を受けながら教員養成

と教員研修を一体化した新たな教員養成プログラムを開発し、全国学力調査でトップク

ラスの秋田県の教育力・実践知を継承・発展させる試みに取り組んでいる。その実践知

はデータベース化されて附属学校園に蓄積、学部・大学院の教育ばかりでなく、秋田県

の教育界全体へと還元されている。 

また、大学院カリキュラムにも教育実習に準じた実習科目を導入したのに加えて、実

習についての省察科目も導入、実務家教員等の支援を受けながら実践力向上に取り組ん

でいる。ことに、現職院生に対しては、省察などの場で学部卒院生への指導の要素を取

り込んだ「教えることで学ぶ」というシステムによって、学校現場に戻った際の若手教

員への指導力などの向上をも図っている。 

 

（２）分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

単位の取得・成績の状況については、おおむね満足すべき水準を維持している。臨床

心理士の合格率についても高い水準を維持している。ことに、平成 24年度以降は県内就

職率が向上し、地域に貢献する人材の養成という大学の目的の達成に寄与している。就

職先アンケートの結果からも、おおむね採用者側のニーズに即した人材が養成されてい

ることを裏付けている。 

ただし、教員採用率という問題とも関連して、教員としての実践力涵養という側面に

は課題を残していることが、アンケート結果からも読み取れる。この課題に関しては、

平成 28 年度から、臨床心理士養成を除く部分を全面的に教職大学院へと改組することに

よって、教育の主目的を教員としての実践力向上に特化したカリキュラムと指導体制を

整えたことによって、克服を図っている。 


